
金融商品取引業等に関する内閣府令 
平成19年 8月 6日 内閣府 令 第52号

金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令 
平成25年 7月 3日 内閣府 令 第44号

改正前 改正後
- 本則-
施行日：平成25年 8月 1日
（禁止行為）
第百十七条 法第三十八条第七号に規定する内閣府
令で定める行為は、次に掲げる行為とする。
一 次に掲げる書面の交付に関し、あらかじめ、
顧客（特定投資家（法第三十四条の二第五項
の規定により特定投資家以外の顧客とみなさ
れる者を除き、法第三十四条の三第四項（法
第三十四条の四第六項において準用する場合
を含む。）の規定により特定投資家とみなさ
れる者を含む。以下同じ。）を除く。以下こ
の号において同じ。）に対して、法第三十七
条の三第一項第三号から第七号までに掲げる
事項（ニに掲げる書面を交付する場合にあっ
ては、当該書面に記載されている事項であっ
て同項第三号から第七号までに掲げる事項に
係るもの）について顧客の知識、経験、財産
の状況及び金融商品取引契約を締結する目的
に照らして当該顧客に理解されるために必要
な方法及び程度による説明をすることなく、
金融商品取引契約を締結する行為
イ 契約締結前交付書面
ロ 上場有価証券等書面
ハ 第八十条第一項第三号に掲げる場合にあっ
ては、同号に規定する目論見書（同号の規
定により当該目論見書と一体のものとして
交付される書面がある場合には、当該目論
見書及び当該書面）
ニ 契約変更書面

二 金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関し
て、虚偽の表示をし、又は重要な事項につき
誤解を生ぜしめるべき表示をする行為
三 金融商品取引契約につき、顧客若しくはその
指定した者に対し、特別の利益の提供を約
し、又は顧客若しくは第三者に対し特別の利
益を提供する行為（第三者をして特別の利益
の提供を約させ、又はこれを提供させる行為
を含む。）
四 金融商品取引契約の締結又は解約に関し、偽
計を用い、又は暴行若しくは脅迫をする行為
五 金融商品取引契約に基づく金融商品取引行為
を行うことその他の当該金融商品取引契約に
基づく債務の全部又は一部の履行を拒否し、
又は不当に遅延させる行為
六 金融商品取引契約に基づく顧客の計算に属す
る金銭、有価証券その他の財産又は委託証拠

（禁止行為）
第百十七条 法第三十八条第七号に規定する内閣府
令で定める行為は、次に掲げる行為とする。
一 次に掲げる書面の交付に関し、あらかじめ、
顧客（特定投資家（法第三十四条の二第五項
の規定により特定投資家以外の顧客とみなさ
れる者を除き、法第三十四条の三第四項（法
第三十四条の四第六項において準用する場合
を含む。）の規定により特定投資家とみなさ
れる者を含む。以下同じ。）を除く。以下こ
の号において同じ。）に対して、法第三十七
条の三第一項第三号から第七号までに掲げる
事項（ニに掲げる書面を交付する場合にあっ
ては、当該書面に記載されている事項であっ
て同項第三号から第七号までに掲げる事項に
係るもの）について顧客の知識、経験、財産
の状況及び金融商品取引契約を締結する目的
に照らして当該顧客に理解されるために必要
な方法及び程度による説明をすることなく、
金融商品取引契約を締結する行為
イ 契約締結前交付書面
ロ 上場有価証券等書面
ハ 第八十条第一項第三号に掲げる場合にあっ
ては、同号に規定する目論見書（同号の規
定により当該目論見書と一体のものとして
交付される書面がある場合には、当該目論
見書及び当該書面）
ニ 契約変更書面

二 金融商品取引契約の締結又はその勧誘に関し
て、虚偽の表示をし、又は重要な事項につき
誤解を生ぜしめるべき表示をする行為
三 金融商品取引契約につき、顧客若しくはその
指定した者に対し、特別の利益の提供を約
し、又は顧客若しくは第三者に対し特別の利
益を提供する行為（第三者をして特別の利益
の提供を約させ、又はこれを提供させる行為
を含む。）
四 金融商品取引契約の締結又は解約に関し、偽
計を用い、又は暴行若しくは脅迫をする行為
五 金融商品取引契約に基づく金融商品取引行為
を行うことその他の当該金融商品取引契約に
基づく債務の全部又は一部の履行を拒否し、
又は不当に遅延させる行為
六 金融商品取引契約に基づく顧客の計算に属す
る金銭、有価証券その他の財産又は委託証拠
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金その他の保証金を虚偽の相場を利用するこ
とその他不正の手段により取得する行為
七 金融商品取引契約の締結又は解約に関し、顧
客（当該金融商品取引契約が抵当証券等及び
商品ファンド関連受益権の売買その他の取引
に係るもの並びに令第十六条の四第一項第一
号及び第二項各号に掲げる契約以外のもので
ある場合にあっては、個人に限る。）に迷惑
を覚えさせるような時間に電話又は訪問によ
り勧誘する行為
八 法第三十八条第四号に規定する金融商品取引
契約（第百十六条第一項第三号イ及びロに掲
げる取引に係るものを除く。）の締結を勧誘
する目的があることを顧客（特定投資家を除
く。）にあらかじめ明示しないで当該顧客を
集めて当該金融商品取引契約の締結を勧誘す
る行為
九 法第三十八条第六号に規定する金融商品取引
契約（第百十六条第一項第三号イ及びロに掲
げる取引に係るものを除く。）の締結につ
き、顧客（特定投資家を除く。）があらかじ
め当該金融商品取引契約を締結しない旨の意
思（当該金融商品取引契約の締結の勧誘を受
けることを希望しない旨の意思を含む。）を
表示したにもかかわらず、当該金融商品取引
契約の締結の勧誘をする行為
十 顧客から有価証券の買付け若しくは売付け又
は市場デリバティブ取引若しくは外国市場デ
リバティブ取引の委託等（法第四十四条第一
号に規定する委託等をいう。以下同じ。）を
受け、当該委託等に係る売買又は取引を成立
させる前に自己の計算において当該有価証券
と同一の銘柄の有価証券の売買又は当該市場
デリバティブ取引若しくは当該外国市場デリ
バティブ取引と同一の取引を成立させること
を目的として、当該顧客の有価証券の買付け
若しくは売付け又は市場デリバティブ取引若
しくは外国市場デリバティブ取引の委託等に
係る価格（市場デリバティブ取引又は外国市
場デリバティブ取引にあっては、価格に相当
する事項。以下この号において同じ。）と同
一又はそれよりも有利な価格で有価証券の買
付け若しくは売付け又は市場デリバティブ取
引若しくは外国市場デリバティブ取引（金融
商品取引法第二条に規定する定義に関する内
閣府令第十六条第一項第八号ロに規定する取
引一任契約（有価証券の売買又は市場デリバ
ティブ取引若しくは外国市場デリバティブ取
引に係るものに限る。以下「取引一任契約」
という。）に基づいて行われる取引を含
む。）をする行為
十一 あらかじめ顧客の同意を得ずに、当該顧客
の計算により有価証券の売買その他の取引又
はデリバティブ取引等（有価証券等清算取次
ぎを除く。）をする行為
十二 個人である金融商品取引業者又は金融商品
取引業者等の役員（役員が法人であるとき

金その他の保証金を虚偽の相場を利用するこ
とその他不正の手段により取得する行為
七 金融商品取引契約の締結又は解約に関し、顧
客（当該金融商品取引契約が抵当証券等及び
商品ファンド関連受益権の売買その他の取引
に係るもの並びに令第十六条の四第一項第一
号及び第二項各号に掲げる契約以外のもので
ある場合にあっては、個人に限る。）に迷惑
を覚えさせるような時間に電話又は訪問によ
り勧誘する行為
八 法第三十八条第四号に規定する金融商品取引
契約（第百十六条第一項第三号イ及びロに掲
げる取引に係るものを除く。）の締結を勧誘
する目的があることを顧客（特定投資家を除
く。）にあらかじめ明示しないで当該顧客を
集めて当該金融商品取引契約の締結を勧誘す
る行為
九 法第三十八条第六号に規定する金融商品取引
契約（第百十六条第一項第三号イ及びロに掲
げる取引に係るものを除く。）の締結につ
き、顧客（特定投資家を除く。）があらかじ
め当該金融商品取引契約を締結しない旨の意
思（当該金融商品取引契約の締結の勧誘を受
けることを希望しない旨の意思を含む。）を
表示したにもかかわらず、当該金融商品取引
契約の締結の勧誘をする行為
十 顧客から有価証券の買付け若しくは売付け又
は市場デリバティブ取引若しくは外国市場デ
リバティブ取引の委託等（法第四十四条第一
号に規定する委託等をいう。以下同じ。）を
受け、当該委託等に係る売買又は取引を成立
させる前に自己の計算において当該有価証券
と同一の銘柄の有価証券の売買又は当該市場
デリバティブ取引若しくは当該外国市場デリ
バティブ取引と同一の取引を成立させること
を目的として、当該顧客の有価証券の買付け
若しくは売付け又は市場デリバティブ取引若
しくは外国市場デリバティブ取引の委託等に
係る価格（市場デリバティブ取引又は外国市
場デリバティブ取引にあっては、価格に相当
する事項。以下この号において同じ。）と同
一又はそれよりも有利な価格で有価証券の買
付け若しくは売付け又は市場デリバティブ取
引若しくは外国市場デリバティブ取引（金融
商品取引法第二条に規定する定義に関する内
閣府令第十六条第一項第八号ロに規定する取
引一任契約（有価証券の売買又は市場デリバ
ティブ取引若しくは外国市場デリバティブ取
引に係るものに限る。以下「取引一任契約」
という。）に基づいて行われる取引を含
む。）をする行為
十一 あらかじめ顧客の同意を得ずに、当該顧客
の計算により有価証券の売買その他の取引又
はデリバティブ取引等（有価証券等清算取次
ぎを除く。）をする行為
十二 個人である金融商品取引業者又は金融商品
取引業者等の役員（役員が法人であるとき
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は、その職務を行うべき社員を含む。）若し
くは使用人が、自己の職務上の地位を利用し
て、顧客の有価証券の売買その他の取引等に
係る注文の動向その他職務上知り得た特別の
情報に基づいて、又は専ら投機的利益の追求
を目的として有価証券の売買その他の取引等
をする行為
十三 顧客の有価証券の売買その他の取引等が法
第百六十六条第一項若しくは第三項又は法第
百六十七条第一項若しくは第三項の規定に違
反すること又は違反するおそれのあることを
知りながら、当該有価証券の売買その他の取
引等の受託等をする行為
十四 有価証券の売買その他の取引又は有価証券
に係るデリバティブ取引若しくはその媒介、
取次ぎ若しくは代理につき、顧客に対して当
該有価証券の発行者の法人関係情報を提供し
て勧誘する行為
十五 法第百六十六条第二項第一号イに規定する
募集（法第百六十三条第一項に規定する上場
会社等の発行する有価証券に係るものに限
る。）について、当該募集に係る有価証券に
対する投資者の需要の見込みに関する調査を
行う場合において、次のイ又はロに掲げる場
合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定
める措置を講ずることなく、当該調査の対象
者（以下この号において「調査対象者」とい
う。）又は第三者が委託若しくは当該募集に
係る法人関係情報の提供を受けて当該調査を
行う場合における当該第三者に対し、当該募
集に係る法人関係情報を提供する行為
イ 金融商品取引業者等が自ら当該調査を行う
場合 次に掲げる措置
(1) 法令遵守管理（金融商品取引業者等の業
務が法令等（法令（外国の法令を含
む。）、法令に基づく行政官庁の処分
（外国の法令に基づく同様の処分を含
む。）又は金融商品取引業協会若しくは
金融商品取引所の定款その他の規則（外
国の法令に基づくこれらに相当する協会
又は取引所の定款その他の規則を含
む。）をいう。以下この号、第百五十三
条第一項第七号チ及び第百五十四条第四
号チにおいて同じ。）に適合するかどう
かを判断すること及び当該法令等を役職
員に遵守させることをいう。ロ(1)におい
て同じ。）に関する業務を行う部門か
ら、当該調査を行うこと、調査対象者並
びに調査対象者に提供される法人関係情
報の内容並びにその提供の時期及び方法
が適切であることについて、あらかじめ
承認を受けていること。

(2) 当該法人関係情報若しくは当該募集を行
うことが公表され、又は金融商品取引業
者等から当該調査の後当該募集を行わな
いこととなったことを通知されるまでの
間における当該上場会社等の法第百六十

は、その職務を行うべき社員を含む。）若し
くは使用人が、自己の職務上の地位を利用し
て、顧客の有価証券の売買その他の取引等に
係る注文の動向その他職務上知り得た特別の
情報に基づいて、又は専ら投機的利益の追求
を目的として有価証券の売買その他の取引等
をする行為
十三 顧客の有価証券の売買その他の取引等が法
第百六十六条第一項若しくは第三項又は法第
百六十七条第一項若しくは第三項の規定に違
反すること又は違反するおそれのあることを
知りながら、当該有価証券の売買その他の取
引等の受託等をする行為
十四 有価証券の売買その他の取引又は有価証券
に係るデリバティブ取引若しくはその媒介、
取次ぎ若しくは代理につき、顧客に対して当
該有価証券の発行者の法人関係情報を提供し
て勧誘する行為
十五 法第百六十六条第二項第一号イに規定する
募集（法第百六十三条第一項に規定する上場
会社等の発行する有価証券に係るものに限
る。）について、当該募集に係る有価証券に
対する投資者の需要の見込みに関する調査を
行う場合において、次のイ又はロに掲げる場
合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定
める措置を講ずることなく、当該調査の対象
者（以下この号において「調査対象者」とい
う。）又は第三者が委託若しくは当該募集に
係る法人関係情報の提供を受けて当該調査を
行う場合における当該第三者に対し、当該募
集に係る法人関係情報を提供する行為
イ 金融商品取引業者等が自ら当該調査を行う
場合 次に掲げる措置
(1) 法令遵守管理（金融商品取引業者等の業
務が法令等（法令（外国の法令を含
む。）、法令に基づく行政官庁の処分
（外国の法令に基づく同様の処分を含
む。）又は金融商品取引業協会若しくは
金融商品取引所の定款その他の規則（外
国の法令に基づくこれらに相当する協会
又は取引所の定款その他の規則を含
む。）をいう。以下この号、第百五十三
条第一項第七号チ及び第百五十四条第四
号チにおいて同じ。）に適合するかどう
かを判断すること及び当該法令等を役職
員に遵守させることをいう。ロ(1)におい
て同じ。）に関する業務を行う部門か
ら、当該調査を行うこと、調査対象者並
びに調査対象者に提供される法人関係情
報の内容並びにその提供の時期及び方法
が適切であることについて、あらかじめ
承認を受けていること。

(2) 当該法人関係情報若しくは当該募集を行
うことが公表され、又は金融商品取引業
者等から当該調査の後当該募集を行わな
いこととなったことを通知されるまでの
間における当該上場会社等の法第百六十
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三条第一項に規定する特定有価証券等に
係る売買その他の有償の譲渡若しくは譲
受け又はデリバティブ取引（以下この号
において「特定有価証券等の売買等」と
いう。）を行わないこと（法第百六十六
条第六項第一号から第六号まで及び第八
号に掲げる場合並びにこの号の規定によ
り当該法人関係情報の提供を受けた者の
間において特定有価証券等の売買等を取
引所金融商品市場又は店頭売買有価証券
市場によらないでする場合を除く。以下
この号において同じ。）、及び当該法人
関係情報を調査対象者以外の者に提供し
ないこと（調査対象者が当該調査の内容
に係る業務を行うために当該法人関係情
報の提供を行うことが不可欠な者であっ
て、調査対象者との契約によって特定有
価証券等の売買等を行わない義務及び当
該法人関係情報を漏らさない義務を負う
ものに提供する場合又は法令等に基づい
て提供する場合を除く。）について、あ
らかじめ調査対象者に約させているこ
と。

(3) その金融商品取引業者等における当該調
査に係る事務の責任ある担当者及び当該
調査に係る事務を実際に担当した者の氏
名、調査対象者の氏名及び住所並びに調
査対象者に提供した法人関係情報の内容
並びにその提供の日時及び方法を記載し
た書面を作成し、その作成の後五年間こ
れを保存するために必要な措置を講じて
いること。

ロ 第三者が委託又は当該募集に係る法人関係
情報の提供を受けて当該調査を行う場合 次
に掲げる措置
(1) 法令遵守管理に関する業務を行う部門か
ら、当該調査を行うこと、当該第三者、
調査対象者並びに当該第三者及び調査対
象者に提供される法人関係情報の内容並
びにその提供の時期及び方法が適切であ
ることについて、あらかじめ承認を受け
ていること。

(2) 特定有価証券等の売買等を行わないこ
と、及び当該法人関係情報を調査対象者
以外の者に提供しないこと（当該第三者
が当該調査を行うため、又は当該上場会
社等若しくは金融商品取引業者等から委
託を受けて当該募集に係る業務を行うた
めに当該法人関係情報の提供を行うこと
が不可欠な者であって、当該第三者との
契約によって特定有価証券等の売買等を
行わない義務及び当該法人関係情報を漏
らさない義務を負うものに提供する場合
又は法令等に基づいて提供する場合を除
く。）について、あらかじめ当該第三者
に約させていること。

(3) その金融商品取引業者等における当該調

三条第一項に規定する特定有価証券等に
係る売買その他の有償の譲渡若しくは譲
受け又はデリバティブ取引（以下この号
において「特定有価証券等の売買等」と
いう。）を行わないこと（法第百六十六
条第六項第一号から第六号まで及び第八
号に掲げる場合並びにこの号の規定によ
り当該法人関係情報の提供を受けた者の
間において特定有価証券等の売買等を取
引所金融商品市場又は店頭売買有価証券
市場によらないでする場合を除く。以下
この号において同じ。）、及び当該法人
関係情報を調査対象者以外の者に提供し
ないこと（調査対象者が当該調査の内容
に係る業務を行うために当該法人関係情
報の提供を行うことが不可欠な者であっ
て、調査対象者との契約によって特定有
価証券等の売買等を行わない義務及び当
該法人関係情報を漏らさない義務を負う
ものに提供する場合又は法令等に基づい
て提供する場合を除く。）について、あ
らかじめ調査対象者に約させているこ
と。

(3) その金融商品取引業者等における当該調
査に係る事務の責任ある担当者及び当該
調査に係る事務を実際に担当した者の氏
名、調査対象者の氏名及び住所並びに調
査対象者に提供した法人関係情報の内容
並びにその提供の日時及び方法を記載し
た書面を作成し、その作成の後五年間こ
れを保存するために必要な措置を講じて
いること。

ロ 第三者が委託又は当該募集に係る法人関係
情報の提供を受けて当該調査を行う場合 次
に掲げる措置
(1) 法令遵守管理に関する業務を行う部門か
ら、当該調査を行うこと、当該第三者、
調査対象者並びに当該第三者及び調査対
象者に提供される法人関係情報の内容並
びにその提供の時期及び方法が適切であ
ることについて、あらかじめ承認を受け
ていること。

(2) 特定有価証券等の売買等を行わないこ
と、及び当該法人関係情報を調査対象者
以外の者に提供しないこと（当該第三者
が当該調査を行うため、又は当該上場会
社等若しくは金融商品取引業者等から委
託を受けて当該募集に係る業務を行うた
めに当該法人関係情報の提供を行うこと
が不可欠な者であって、当該第三者との
契約によって特定有価証券等の売買等を
行わない義務及び当該法人関係情報を漏
らさない義務を負うものに提供する場合
又は法令等に基づいて提供する場合を除
く。）について、あらかじめ当該第三者
に約させていること。

(3) その金融商品取引業者等における当該調
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査に係る事務の責任ある担当者及び当該
第三者に対する当該委託又は当該法人関
係情報の提供に係る事務を実際に担当し
た者の氏名、当該第三者の氏名及び住所
並びに当該第三者に提供した法人関係情
報の内容並びにその提供の日時及び方法
を記載した書面を作成し、その作成の後
五年間これを保存するために必要な措置
を講じていること。

(4) 当該第三者がイ(2)及び(3)に掲げる措置
に相当する措置を講ずることなく当該調
査を行うことを防止するために必要な措
置を講じていること。

十六 法人関係情報に基づいて、自己の計算にお
いて当該法人関係情報に係る有価証券の売買
その他の取引等（当該有価証券の売買その他
の取引等が有価証券の売買である場合にあっ
ては、オプション（オプションと類似の権利
であって、外国市場デリバティブ取引のうち
法第二十八条第八項第三号ハ(1)と類似の取引
に係るものを含む。）が行使された場合に成
立する有価証券の売買を除く。）をする行為
（有価証券関連業を行う金融商品取引業者
（第一種金融商品取引業を行う者に限る。）
又はその役員若しくは使用人が行うものに限
り、取引一任契約に基づくこれらの取引をす
る行為を含む。）
十七 不特定かつ多数の顧客に対し、特定かつ少
数の銘柄の有価証券の買付け若しくは売付け
若しくはデリバティブ取引又はこれらの委託
等を一定期間継続して一斉にかつ過度に勧誘
する行為（金融商品仲介業務の委託を行う登
録金融機関又は金融商品仲介業者に勧誘させ
る行為を含む。次号において同じ。）で、公
正な価格（市場デリバティブ取引にあって
は、価格に相当する事項）の形成を損なうお
それがあるもの
十八 顧客の取引に基づく価格、指標、数値又は
対価の額の変動を利用して自己又は当該顧客
以外の第三者の利益を図ることを目的とし
て、不特定かつ多数の顧客に対し、有価証券
の買付け若しくは売付け若しくはデリバティ
ブ取引又はこれらの委託等を一定期間継続し
て一斉にかつ過度に勧誘する行為
十九 取引所金融商品市場における上場金融商品
等（金融商品取引所が上場する金融商品、金
融指標又はオプションをいう。以下同じ。）
若しくは店頭売買有価証券市場における店頭
売買有価証券の相場若しくは相場若しくは取
引高に基づいて算出した数値を変動させ、若
しくはくぎ付けし、固定し、若しくは安定さ
せ、又は取引高を増加させる目的をもって、
当該上場金融商品等若しくは当該店頭売買有
価証券に係る買付け若しくは売付け若しくは
デリバティブ取引又はこれらの申込み若しく
は委託等をする行為
二十 取引所金融商品市場における上場金融商品

査に係る事務の責任ある担当者及び当該
第三者に対する当該委託又は当該法人関
係情報の提供に係る事務を実際に担当し
た者の氏名、当該第三者の氏名及び住所
並びに当該第三者に提供した法人関係情
報の内容並びにその提供の日時及び方法
を記載した書面を作成し、その作成の後
五年間これを保存するために必要な措置
を講じていること。

(4) 当該第三者がイ(2)及び(3)に掲げる措置
に相当する措置を講ずることなく当該調
査を行うことを防止するために必要な措
置を講じていること。

十六 法人関係情報に基づいて、自己の計算にお
いて当該法人関係情報に係る有価証券の売買
その他の取引等（当該有価証券の売買その他
の取引等が有価証券の売買である場合にあっ
ては、オプション（オプションと類似の権利
であって、外国市場デリバティブ取引のうち
法第二十八条第八項第三号ハ(1)と類似の取引
に係るものを含む。）が行使された場合に成
立する有価証券の売買を除く。）をする行為
（有価証券関連業を行う金融商品取引業者
（第一種金融商品取引業を行う者に限る。）
又はその役員若しくは使用人が行うものに限
り、取引一任契約に基づくこれらの取引をす
る行為を含む。）
十七 不特定かつ多数の顧客に対し、特定かつ少
数の銘柄の有価証券の買付け若しくは売付け
若しくはデリバティブ取引又はこれらの委託
等を一定期間継続して一斉にかつ過度に勧誘
する行為（金融商品仲介業務の委託を行う登
録金融機関又は金融商品仲介業者に勧誘させ
る行為を含む。次号において同じ。）で、公
正な価格（市場デリバティブ取引にあって
は、価格に相当する事項）の形成を損なうお
それがあるもの
十八 顧客の取引に基づく価格、指標、数値又は
対価の額の変動を利用して自己又は当該顧客
以外の第三者の利益を図ることを目的とし
て、不特定かつ多数の顧客に対し、有価証券
の買付け若しくは売付け若しくはデリバティ
ブ取引又はこれらの委託等を一定期間継続し
て一斉にかつ過度に勧誘する行為
十九 取引所金融商品市場における上場金融商品
等（金融商品取引所が上場する金融商品、金
融指標又はオプションをいう。以下同じ。）
若しくは店頭売買有価証券市場における店頭
売買有価証券の相場若しくは相場若しくは取
引高に基づいて算出した数値を変動させ、若
しくはくぎ付けし、固定し、若しくは安定さ
せ、又は取引高を増加させる目的をもって、
当該上場金融商品等若しくは当該店頭売買有
価証券に係る買付け若しくは売付け若しくは
デリバティブ取引又はこれらの申込み若しく
は委託等をする行為
二十 取引所金融商品市場における上場金融商品
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等又は店頭売買有価証券市場における店頭売
買有価証券の相場若しくは相場若しくは取引
高に基づいて算出した数値を変動させ、若し
くはくぎ付けし、固定し、若しくは安定さ
せ、又は取引高を増加させることにより実勢
を反映しない作為的なものとなることを知り
ながら、当該上場金融商品等又は当該店頭売
買有価証券に係る買付け若しくは売付け又は
デリバティブ取引（有価証券等清算取次ぎを
除く。）の受託等をする行為
二十一 有価証券の売買若しくはデリバティブ取
引又はこれらの受託等につき、顧客から資金
総額について同意を得た上で、売買の別、銘
柄、数及び価格（デリバティブ取引にあって
は、これらに相当する事項）のうち同意が得
られないものについては、一定の事実が発生
した場合に電子計算機による処理その他のあ
らかじめ定められた方式に従った処理により
決定され、金融商品取引業者等がこれらに
従って、取引を執行することを内容とする契
約を書面によらないで締結する行為（電子情
報処理組織を使用する方法その他の情報通信
の技術を利用する方法により締結するものを
除く。）
二十二 令第二十条第二項各号に掲げる金融商品
取引業者が、同項各号の募集若しくは売出し
又は特定投資家向け取得勧誘若しくは特定投
資家向け売付け勧誘等に係る有価証券（時価
又は時価に近い一定の価格により株券が発行
され若しくは移転される新株予約権を表示す
る新株予約権証券（以下この号、次号及び第
二百三十一条第一項第八号において「時価新
株予約権証券」という。）又は当該新株予約
権を付与されている新株予約権付社債券（以
下この号、次号及び第二百三十一条第一項第
八号において「時価新株予約権付社債券」と
いう。）以外の新株予約権証券又は社債券及
び時価又は時価に近い一定の価格により発行
する優先出資証券以外の優先出資証券を除
く。）の発行者が発行する株券（時価新株予
約権証券の募集（五十名以上の者を相手方と
して行うものに限る。以下この号において同
じ。）若しくは売出し（五十名以上の者を相
手方として行うものに限る。以下この号にお
いて同じ。）又は特定投資家向け取得勧誘
（五十名以上の者を相手方として行うものに
限る。以下この号において同じ。）若しくは
特定投資家向け売付け勧誘等（五十名以上の
者を相手方として行うものに限る。以下この
号において同じ。）の場合には株券又は時価
新株予約権証券、時価新株予約権付社債券の
募集若しくは売出し又は特定投資家向け取得
勧誘若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の
場合には株券又は時価新株予約権付社債
券）、優先出資証券又は投資証券（投資信託
及び投資法人に関する法律第二条第十五項に
規定する投資証券をいう。以下同じ。）で、

等又は店頭売買有価証券市場における店頭売
買有価証券の相場若しくは相場若しくは取引
高に基づいて算出した数値を変動させ、若し
くはくぎ付けし、固定し、若しくは安定さ
せ、又は取引高を増加させることにより実勢
を反映しない作為的なものとなることを知り
ながら、当該上場金融商品等又は当該店頭売
買有価証券に係る買付け若しくは売付け又は
デリバティブ取引（有価証券等清算取次ぎを
除く。）の受託等をする行為
二十一 有価証券の売買若しくはデリバティブ取
引又はこれらの受託等につき、顧客から資金
総額について同意を得た上で、売買の別、銘
柄、数及び価格（デリバティブ取引にあって
は、これらに相当する事項）のうち同意が得
られないものについては、一定の事実が発生
した場合に電子計算機による処理その他のあ
らかじめ定められた方式に従った処理により
決定され、金融商品取引業者等がこれらに
従って、取引を執行することを内容とする契
約を書面によらないで締結する行為（電子情
報処理組織を使用する方法その他の情報通信
の技術を利用する方法により締結するものを
除く。）
二十二 令第二十条第二項各号に掲げる金融商品
取引業者が、同項各号の募集若しくは売出し
又は特定投資家向け取得勧誘若しくは特定投
資家向け売付け勧誘等に係る有価証券（時価
又は時価に近い一定の価格により株券が発行
され若しくは移転される新株予約権を表示す
る新株予約権証券（以下この号、次号及び第
二百三十一条第一項第八号において「時価新
株予約権証券」という。）又は当該新株予約
権を付与されている新株予約権付社債券（以
下この号、次号及び第二百三十一条第一項第
八号において「時価新株予約権付社債券」と
いう。）以外の新株予約権証券又は社債券及
び時価又は時価に近い一定の価格により発行
する優先出資証券以外の優先出資証券を除
く。）の発行者が発行する株券（時価新株予
約権証券の募集（五十名以上の者を相手方と
して行うものに限る。以下この号において同
じ。）若しくは売出し（五十名以上の者を相
手方として行うものに限る。以下この号にお
いて同じ。）又は特定投資家向け取得勧誘
（五十名以上の者を相手方として行うものに
限る。以下この号において同じ。）若しくは
特定投資家向け売付け勧誘等（五十名以上の
者を相手方として行うものに限る。以下この
号において同じ。）の場合には株券又は時価
新株予約権証券、時価新株予約権付社債券の
募集若しくは売出し又は特定投資家向け取得
勧誘若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の
場合には株券又は時価新株予約権付社債
券）、優先出資証券又は投資証券（投資信託
及び投資法人に関する法律第二条第十五項に
規定する投資証券をいう。以下同じ。）で、
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金融商品取引所に上場されており、又は店頭
売買有価証券に該当するものについて、令第
二十四条第一項第一号イに規定する安定操作
期間内における買付けに関し行う次に掲げる
行為
イ 自己の計算による買付け（有価証券関連デ
リバティブ取引（法第二十八条第八項第三
号ハ（同号ハ(1)に係る取引に限る。）又は
同項第四号ハ（同号ハ(1)に係る取引に限
る。）に掲げる取引に限る。以下この号に
おいて同じ。）により取得し、又は付与し
た権利が行使された場合に成立する有価証
券の売買取引による買付け、令第六条の二
第一項第十五号に規定する買付け等（買付
けに限る。）、令第二十条第一項に規定す
る安定操作取引のうち同条から令第二十五
条までの規定に従い行うもの（ハを除き、
以下「安定操作取引」という。）、金融商
品取引所の定める規則（法第百四十九条第
一項の規定に基づき金融庁長官が認可する
ものに限る。）において当該金融商品取引
所が開設する取引所金融商品市場における
有価証券の流通の円滑化を図るため必要な
もの及び個別の銘柄に対する投資判断に基
づかないものと認められているもの並びに
認可金融商品取引業協会の定める規則（法
第六十七条の十二の規定に基づき金融庁長
官が認可するものに限る。）において当該
認可金融商品取引業協会が登録する店頭売
買有価証券の流通の円滑化を図るため必要
なもの及び個別の銘柄に対する投資判断に
基づかないものと認められているものを除
く。）をする行為
ロ 他の金融商品取引業者等に買付けの委託等
（有価証券等清算取次ぎの委託（自己の計
算による買付けに係る有価証券等清算取次
ぎの委託を除く。）を除く。）をする行為
ハ 令第二十条第一項に規定する安定操作取引
に係る有価証券の発行者である会社の計算
による株券の買付けの受託等（有価証券等
清算取次ぎの受託を除く。）をする行為
ニ 令第二十条第三項各号に掲げる者の計算に
よる買付けの受託等（有価証券等清算取次
ぎの受託、有価証券関連デリバティブ取引
により取得し、又は付与した権利が行使さ
れた場合に成立する有価証券の売買による
買付け及び安定操作取引の受託等を除
く。）をする行為
ホ 取引一任契約に基づく買付け（有価証券関
連デリバティブ取引により取得し、又は付
与した権利が行使された場合に成立する有
価証券の売買取引による買付け、金融商品
取引所の定める規則（法第百四十九条第一
項の規定に基づき金融庁長官が認可するも
のに限る。）において当該金融商品取引所
が開設する取引所金融商品市場における有
価証券の流通の円滑化を図るため必要なも

金融商品取引所に上場されており、又は店頭
売買有価証券に該当するものについて、令第
二十四条第一項第一号イに規定する安定操作
期間内における買付けに関し行う次に掲げる
行為
イ 自己の計算による買付け（有価証券関連デ
リバティブ取引（法第二十八条第八項第三
号ハ（同号ハ(1)に係る取引に限る。）又は
同項第四号ハ（同号ハ(1)に係る取引に限
る。）に掲げる取引に限る。以下この号に
おいて同じ。）により取得し、又は付与し
た権利が行使された場合に成立する有価証
券の売買取引による買付け、令第六条の二
第一項第十五号に規定する買付け等（買付
けに限る。）、令第二十条第一項に規定す
る安定操作取引のうち同条から令第二十五
条までの規定に従い行うもの（ハを除き、
以下「安定操作取引」という。）、金融商
品取引所の定める規則（法第百四十九条第
一項の規定に基づき金融庁長官が認可する
ものに限る。）において当該金融商品取引
所が開設する取引所金融商品市場における
有価証券の流通の円滑化を図るため必要な
もの及び個別の銘柄に対する投資判断に基
づかないものと認められているもの並びに
認可金融商品取引業協会の定める規則（法
第六十七条の十二の規定に基づき金融庁長
官が認可するものに限る。）において当該
認可金融商品取引業協会が登録する店頭売
買有価証券の流通の円滑化を図るため必要
なもの及び個別の銘柄に対する投資判断に
基づかないものと認められているものを除
く。）をする行為
ロ 他の金融商品取引業者等に買付けの委託等
（有価証券等清算取次ぎの委託（自己の計
算による買付けに係る有価証券等清算取次
ぎの委託を除く。）を除く。）をする行為
ハ 令第二十条第一項に規定する安定操作取引
に係る有価証券の発行者である会社の計算
による株券の買付けの受託等（有価証券等
清算取次ぎの受託を除く。）をする行為
ニ 令第二十条第三項各号に掲げる者の計算に
よる買付けの受託等（有価証券等清算取次
ぎの受託、有価証券関連デリバティブ取引
により取得し、又は付与した権利が行使さ
れた場合に成立する有価証券の売買による
買付け及び安定操作取引の受託等を除
く。）をする行為
ホ 取引一任契約に基づく買付け（有価証券関
連デリバティブ取引により取得し、又は付
与した権利が行使された場合に成立する有
価証券の売買取引による買付け、金融商品
取引所の定める規則（法第百四十九条第一
項の規定に基づき金融庁長官が認可するも
のに限る。）において当該金融商品取引所
が開設する取引所金融商品市場における有
価証券の流通の円滑化を図るため必要なも
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の及び個別の銘柄に対する投資判断に基づ
かないものと認められているもの並びに認
可金融商品取引業協会の定める規則（法第
六十七条の十二の規定に基づき金融庁長官
が認可するものに限る。）において当該認
可金融商品取引業協会が登録する店頭売買
有価証券の流通の円滑化を図るため必要な
もの及び個別の銘柄に対する投資判断に基
づかないものと認められているものを除
く。）をする行為

二十三 安定操作取引又はその受託等（有価証券
等清算取次ぎの受託を除く。）をした金融商
品取引業者が、その最初に行った安定操作取
引の時から前号の期間の末日までの間におい
て、当該安定操作取引に係る有価証券につき
安定操作取引が行われた旨を表示しないで、
当該有価証券の発行者が発行する株券、時価
新株予約権証券、時価新株予約権付社債券、
優先出資証券若しくは投資証券について買付
けの受託等若しくは売付け（金融商品取引業
者等からの買付けの受託等、金融商品取引業
者等への売付け及び売付けに係る有価証券等
清算取次ぎを除く。）又は当該有価証券の売
買に係る有価証券関連デリバティブ取引
（コールの取得又はプットの付与に限る。）
の受託等（金融商品取引業者等からの受託等
を除く。）をする行為
二十四 顧客の信用取引を、自己の計算において
する買付け又は売付け（取引一任契約に係る
ものを含む。）と対当させ、かつ、金銭又は
有価証券の受渡しを伴わない方法により成立
させた場合において、当該買付け又は売付け
に係る未決済の勘定を決済するため、これと
対当する売付け又は買付けをする行為
二十四の二 令第二十六条の二の二第一項に規定
する決済措置（次号、第百五十七条第一項及
び第百五十八条の二において単に「決済措
置」という。）に係る有価証券の調達先の確
認をせずに、空売り又は当該空売りの委託の
取次ぎを行う行為
二十四の三 あらかじめその有価証券を所有し、
調達し、又は調達するための措置を講ずるこ
となく、決済措置として有価証券の貸付けを
約する行為
二十四の四 一般信用取引（信用取引のうち、信
用取引の決済に必要な金銭又は有価証券を、
金融商品取引所が開設する取引所金融商品市
場又は認可金融商品取引業協会が開設する店
頭売買有価証券市場の決済機構を利用して貸
付けを受けることができる取引以外のものを
いう。）に係る有価証券（令第二十六条の二
の二第一項（同条第六項において準用する場
合を含む。）に規定する金融庁長官が指定す
る有価証券に限る。）を所有し、調達し、又
は調達するための措置が講じられることな
く、その売付けを受託し、又はその売付けの
委託の取次ぎの申込みを受ける行為

の及び個別の銘柄に対する投資判断に基づ
かないものと認められているもの並びに認
可金融商品取引業協会の定める規則（法第
六十七条の十二の規定に基づき金融庁長官
が認可するものに限る。）において当該認
可金融商品取引業協会が登録する店頭売買
有価証券の流通の円滑化を図るため必要な
もの及び個別の銘柄に対する投資判断に基
づかないものと認められているものを除
く。）をする行為

二十三 安定操作取引又はその受託等（有価証券
等清算取次ぎの受託を除く。）をした金融商
品取引業者が、その最初に行った安定操作取
引の時から前号の期間の末日までの間におい
て、当該安定操作取引に係る有価証券につき
安定操作取引が行われた旨を表示しないで、
当該有価証券の発行者が発行する株券、時価
新株予約権証券、時価新株予約権付社債券、
優先出資証券若しくは投資証券について買付
けの受託等若しくは売付け（金融商品取引業
者等からの買付けの受託等、金融商品取引業
者等への売付け及び売付けに係る有価証券等
清算取次ぎを除く。）又は当該有価証券の売
買に係る有価証券関連デリバティブ取引
（コールの取得又はプットの付与に限る。）
の受託等（金融商品取引業者等からの受託等
を除く。）をする行為
二十四 顧客の信用取引を、自己の計算において
する買付け又は売付け（取引一任契約に係る
ものを含む。）と対当させ、かつ、金銭又は
有価証券の受渡しを伴わない方法により成立
させた場合において、当該買付け又は売付け
に係る未決済の勘定を決済するため、これと
対当する売付け又は買付けをする行為
二十四の二 令第二十六条の二の二第一項に規定
する決済措置（次号、第百五十七条第一項及
び第百五十八条の二において単に「決済措
置」という。）に係る有価証券の調達先の確
認をせずに、空売り又は当該空売りの委託の
取次ぎを行う行為
二十四の三 あらかじめその有価証券を所有し、
調達し、又は調達するための措置を講ずるこ
となく、決済措置として有価証券の貸付けを
約する行為
二十四の四 一般信用取引（信用取引のうち、信
用取引の決済に必要な金銭又は有価証券を、
金融商品取引所が開設する取引所金融商品市
場又は認可金融商品取引業協会が開設する店
頭売買有価証券市場の決済機構を利用して貸
付けを受けることができる取引以外のものを
いう。）に係る有価証券（令第二十六条の二
の二第一項（同条第六項において準用する場
合を含む。）に規定する金融庁長官が指定す
る有価証券に限る。）を所有し、調達し、又
は調達するための措置が講じられることな
く、その売付けを受託し、又はその売付けの
委託の取次ぎの申込みを受ける行為

- 8 -



二十四の五 有価証券（預託を受けていないもの
に限る。以下この号において同じ。）の売付
けの委託又は委託の取次ぎの申込みの相手方
に対し当該売付けに係る有価証券の管理の方
法の確認をすることなく、金融商品取引所若
しくは認可金融商品取引業協会又は金融商品
取引所の会員等若しくは認可金融商品取引業
協会の会員に対して当該有価証券の売付けが
空売りでないことを明らかにする行為（当該
売付けが有価証券の取引等の規制に関する内
閣府令（平成十九年内閣府令第五十九号。第
百二十三条第一項第二十六号及び第二十七号
並びに第百五十八条の三において「取引等規
制府令」という。）第十条各号（第一号から
第五号まで及び第十七号を除く。）又は第十
一条各号（第一号から第三号までを除く。）
の取引のいずれかに該当するものである場合
には、当該取引に係る有価証券の管理の方法
の確認をすることなく、当該売付け又は当該
売付けの委託の取次ぎを行う行為）
二十五 顧客（特定投資家を除く。）に対して、
有価証券に係る次に掲げる書類（第二百七十
五条第一項第十六号において「外国会社届出
書等」という。）が英語により記載される旨
の説明を行わず、又はその旨を記載した文書
を交付しないで法第二条第八項第一号から第
三号までに掲げる行為（当該受益証券の買付
け、当該受益証券の売付けの媒介、取次ぎ又
は代理、及び取引所金融商品市場又は外国金
融商品市場における当該受益証券の売付けに
係る委託の媒介、取次ぎ又は代理を除く。）
及び同項第九号に掲げる行為を行うこと（当
該行為の日前一年以内に当該顧客に当該説明
を行い、かつ、当該文書を交付した場合又は
金融商品仲介業務の委託を行う登録金融機関
若しくは金融商品仲介業者が当該顧客に当該
説明を行い、かつ、当該文書を交付した場合
を除く。）。
イ 法第五条第八項（法第二十七条において準
用する場合を含む。）に規定する外国会社
届出書
ロ 法第二十四条第八項（法第二十七条におい
て準用する場合を含む。）に規定する外国
会社報告書
ハ 法第二十四条の四の七第六項（法第二十七
条において準用する場合を含む。）に規定
する外国会社四半期報告書
ニ 法第二十四条の五第七項（法第二十七条に
おいて準用する場合を含む。）に規定する
外国会社半期報告書
ホ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和
四十八年大蔵省令第五号）第一条第十八号
の四に規定する外国会社確認書
ヘ 財務計算に関する書類その他の情報の適正
性を確保するための体制に関する内閣府令
（平成十九年内閣府令第六十二号）第二条
第三号の二に規定する外国会社内部統制報

二十四の五 有価証券（預託を受けていないもの
に限る。以下この号において同じ。）の売付
けの委託又は委託の取次ぎの申込みの相手方
に対し当該売付けに係る有価証券の管理の方
法の確認をすることなく、金融商品取引所若
しくは認可金融商品取引業協会又は金融商品
取引所の会員等若しくは認可金融商品取引業
協会の会員に対して当該有価証券の売付けが
空売りでないことを明らかにする行為（当該
売付けが有価証券の取引等の規制に関する内
閣府令（平成十九年内閣府令第五十九号。第
百二十三条第一項第二十六号及び第二十七号
並びに第百五十八条の三において「取引等規
制府令」という。）第十条各号（第一号から
第五号まで及び第十七号を除く。）又は第十
一条各号（第一号から第三号までを除く。）
の取引のいずれかに該当するものである場合
には、当該取引に係る有価証券の管理の方法
の確認をすることなく、当該売付け又は当該
売付けの委託の取次ぎを行う行為）
二十五 顧客（特定投資家を除く。）に対して、
有価証券に係る次に掲げる書類（第二百七十
五条第一項第十六号において「外国会社届出
書等」という。）が英語により記載される旨
の説明を行わず、又はその旨を記載した文書
を交付しないで法第二条第八項第一号から第
三号までに掲げる行為（当該受益証券の買付
け、当該受益証券の売付けの媒介、取次ぎ又
は代理、及び取引所金融商品市場又は外国金
融商品市場における当該受益証券の売付けに
係る委託の媒介、取次ぎ又は代理を除く。）
及び同項第九号に掲げる行為を行うこと（当
該行為の日前一年以内に当該顧客に当該説明
を行い、かつ、当該文書を交付した場合又は
金融商品仲介業務の委託を行う登録金融機関
若しくは金融商品仲介業者が当該顧客に当該
説明を行い、かつ、当該文書を交付した場合
を除く。）。
イ 法第五条第八項（法第二十七条において準
用する場合を含む。）に規定する外国会社
届出書
ロ 法第二十四条第八項（法第二十七条におい
て準用する場合を含む。）に規定する外国
会社報告書
ハ 法第二十四条の四の七第六項（法第二十七
条において準用する場合を含む。）に規定
する外国会社四半期報告書
ニ 法第二十四条の五第七項（法第二十七条に
おいて準用する場合を含む。）に規定する
外国会社半期報告書
ホ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和
四十八年大蔵省令第五号）第一条第十八号
の四に規定する外国会社確認書
ヘ 財務計算に関する書類その他の情報の適正
性を確保するための体制に関する内閣府令
（平成十九年内閣府令第六十二号）第二条
第三号の二に規定する外国会社内部統制報
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告書
ト 法第二十四条の五第十五項（法第二十七条
において準用する場合を含む。）に規定す
る外国会社臨時報告書
チ イからトまでに掲げる書類の訂正に係る書
類であって英語で記載されたもの
リ 企業内容等の開示に関する内閣府令第十九
条の四第二項に規定する外国親会社等状況
報告書

二十六 店頭デリバティブ取引又はその受託等
（証拠金その他の保証金を預託する取引に係
るものに限る。）につき、顧客（特定投資家
を除き、当該店頭デリバティブ取引が店頭金
融先物取引以外のものである場合にあって
は、個人に限る。）に対し、当該顧客が行う
当該店頭デリバティブ取引の売付け又は買付
けその他これに準ずる取引と対当する取引
（これらの取引から生じ得る損失を減少させ
る取引をいう。）の勧誘その他これに類似す
る行為をすること。
二十七 通貨関連デリバティブ取引（第百二十三
条第一項第二十一号の二に規定する通貨関連
デリバティブ取引をいい、決済のために行う
ものを除く。以下この号、次号、第四項及び
第六項から第十項までにおいて同じ。）に係
る契約を締結する時において顧客（個人（金
融商品取引法第二条に規定する定義に関する
内閣府令第十条第一項第二十四号ロ(1)に掲げ
る要件に該当する業務執行組合員等（同項第
二十三号に規定する業務執行組合員等をい
う。以下この号において同じ。）が業務執行
組合員等として通貨関連デリバティブ取引を
行う場合における当該業務執行組合員等を除
く。）に限る。以下この号、次号及び第六項
から第九項までにおいて同じ。）が証拠金等
預託先（金融商品取引業者等又は金融商品取
引所若しくは金融商品取引清算機関（外国に
おけるこれらに相当するものを含む。）をい
う。以下この号及び次号において同じ。）に
預託した証拠金等（委託証拠金その他の保証
金をいう。同号及び第三項から第五項までに
おいて同じ。）の額に当該通貨関連デリバ
ティブ取引を決済した場合に顧客に生ずるこ
ととなる利益の額を加え、又は当該通貨関連
デリバティブ取引を決済した場合に顧客に生
ずることとなる損失の額を減じて得た額（同
号及び第六項において「実預託額」とい
う。）が約定時必要預託額に不足する場合
に、当該契約の締結後直ちに当該顧客にその
不足額を証拠金等預託先に預託させることな
く、当該契約を継続する行為
二十八 その営業日ごとの一定の時刻における通
貨関連デリバティブ取引に係る証拠金等の実
預託額が維持必要預託額に不足する場合に速
やかに当該通貨関連デリバティブ取引に係る
顧客にその不足額を証拠金等預託先に預託さ
せることなく、当該通貨関連デリバティブ取

告書
ト 法第二十四条の五第十五項（法第二十七条
において準用する場合を含む。）に規定す
る外国会社臨時報告書
チ イからトまでに掲げる書類の訂正に係る書
類であって英語で記載されたもの
リ 企業内容等の開示に関する内閣府令第十九
条の四第二項に規定する外国親会社等状況
報告書

二十六 店頭デリバティブ取引又はその受託等
（証拠金その他の保証金を預託する取引に係
るものに限る。）につき、顧客（特定投資家
を除き、当該店頭デリバティブ取引が店頭金
融先物取引以外のものである場合にあって
は、個人に限る。）に対し、当該顧客が行う
当該店頭デリバティブ取引の売付け又は買付
けその他これに準ずる取引と対当する取引
（これらの取引から生じ得る損失を減少させ
る取引をいう。）の勧誘その他これに類似す
る行為をすること。
二十七 通貨関連デリバティブ取引（第百二十三
条第一項第二十一号の二に規定する通貨関連
デリバティブ取引をいい、決済のために行う
ものを除く。以下この号、次号、第四項及び
第六項から第十項までにおいて同じ。）に係
る契約を締結する時において顧客（個人（金
融商品取引法第二条に規定する定義に関する
内閣府令第十条第一項第二十四号ロ(1)に掲げ
る要件に該当する業務執行組合員等（同項第
二十三号に規定する業務執行組合員等をい
う。以下この号において同じ。）が業務執行
組合員等として通貨関連デリバティブ取引を
行う場合における当該業務執行組合員等を除
く。）に限る。以下この号、次号及び第六項
から第九項までにおいて同じ。）が証拠金等
預託先（金融商品取引業者等又は金融商品取
引所若しくは金融商品取引清算機関（外国に
おけるこれらに相当するものを含む。）をい
う。以下この号及び次号において同じ。）に
預託した証拠金等（委託証拠金その他の保証
金をいう。同号及び第三項から第五項までに
おいて同じ。）の額に当該通貨関連デリバ
ティブ取引を決済した場合に顧客に生ずるこ
ととなる利益の額を加え、又は当該通貨関連
デリバティブ取引を決済した場合に顧客に生
ずることとなる損失の額を減じて得た額（同
号及び第六項において「実預託額」とい
う。）が約定時必要預託額に不足する場合
に、当該契約の締結後直ちに当該顧客にその
不足額を証拠金等預託先に預託させることな
く、当該契約を継続する行為
二十八 その営業日ごとの一定の時刻における通
貨関連デリバティブ取引に係る証拠金等の実
預託額が維持必要預託額に不足する場合に速
やかに当該通貨関連デリバティブ取引に係る
顧客にその不足額を証拠金等預託先に預託さ
せることなく、当該通貨関連デリバティブ取
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引に係る契約を継続する行為（前号に掲げる
行為を除く。）
二十九 有価証券関連店頭デリバティブ取引（次
に掲げる取引をいい、決済のために行うもの
を除く。以下この号、次号 、第十六項及び第
十八項において同じ。）に係る契約を締結す
る時において顧客（個人（金融商品取引法第
二条に規定する定義に関する内閣府令第十条
第一項第二十四号ロ(1)に掲げる要件に該当す
る業務執行組合員等（同項第二十三号に規定
する業務執行組合員等をいう。以下この号に
おいて同じ。）が業務執行組合員等として有
価証券関連店頭デリバティブ取引を行う場合
における当該業務執行組合員等を除く。）に
限る。以下この号、次号及び第十六項から第
十九項までにおいて同じ。）が証拠金等預託
先（金融商品取引業者等又は金融商品取引清
算機関（外国におけるこれに相当するものを
含む。）をいう。以下この号及び次号におい
て同じ。）に預託した証拠金等（委託証拠金
その他の保証金をいう。同号及び第十三項か
ら第十五項までにおいて同じ。）の額に当該
有価証券関連店頭デリバティブ取引を決済し
た場合に顧客に生ずることとなる利益の額を
加え、又は当該有価証券関連店頭デリバティ
ブ取引を決済した場合に顧客に生ずることと
なる損失の額を減じて得た額（同号及び第十
六項において「実預託額」という。）が約定
時必要預託額に不足する場合に、当該契約の
締結後直ちに当該顧客にその不足額を証拠金
等預託先に預託させることなく、当該契約を
継続する行為
イ 法第二十八条第八項第四号イに掲げる取引
（顧客が、将来の一定の時期におけるその
所有に係る有価証券の売付けを約するとと
もに、当該有価証券を当該売付けの相手方
となる金融商品取引業者等に貸し付けるも
のを除く。）
ロ 法第二十八条第八項第四号ロに掲げる取引
ハ 法第二十八条第八項第四号ハに掲げる取引
（同号ハに規定する権利を行使することに
より成立する取引が、同号イ若しくはロに
掲げる取引であるもの又は同号ハ(1)に掲げ
る取引であるもの（顧客が、その所有に係
る有価証券の買付けを成立させることがで
きる権利を金融商品取引業者等に付与する
とともに、当該有価証券を当該金融商品取
引業者等に貸し付けるものを除く。）に限
る。）
◆追加◆
三十 その営業日ごとの一定の時刻における有価
証券関連店頭デリバティブ取引に係る証拠金
等の実預託額が維持必要預託額に不足する場
合に速やかに当該有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引に係る顧客にその不足額を証拠金
等預託先に預託させることなく、当該有価証
券関連店頭デリバティブ取引に係る契約を継

引に係る契約を継続する行為（前号に掲げる
行為を除く。）
二十九 有価証券関連店頭デリバティブ取引（次
に掲げる取引をいい、決済のために行うもの
を除く。以下この号、次号 及び第十六項から
第十八項までにおいて同じ。）に係る契約を
締結する時において顧客（個人（金融商品取
引法第二条に規定する定義に関する内閣府令
第十条第一項第二十四号ロ(1)に掲げる要件に
該当する業務執行組合員等（同項第二十三号
に規定する業務執行組合員等をいう。以下こ
の号において同じ。）が業務執行組合員等と
して有価証券関連店頭デリバティブ取引を行
う場合における当該業務執行組合員等を除
く。）に限る。以下この号、次号及び第十六
項から第十九項までにおいて同じ。）が証拠
金等預託先（金融商品取引業者等又は金融商
品取引清算機関（外国におけるこれに相当す
るものを含む。）をいう。以下この号及び次
号において同じ。）に預託した証拠金等（委
託証拠金その他の保証金をいう。同号及び第
十三項から第十五項までにおいて同じ。）の
額に当該有価証券関連店頭デリバティブ取引
を決済した場合に顧客に生ずることとなる利
益の額を加え、又は当該有価証券関連店頭デ
リバティブ取引を決済した場合に顧客に生ず
ることとなる損失の額を減じて得た額（同号
及び第十六項において「実預託額」とい
う。）が約定時必要預託額に不足する場合
に、当該契約の締結後直ちに当該顧客にその
不足額を証拠金等預託先に預託させることな
く、当該契約を継続する行為
イ 法第二十八条第八項第四号イに掲げる取引
（顧客が、将来の一定の時期におけるその
所有に係る有価証券の売付けを約するとと
もに、当該有価証券を当該売付けの相手方
となる金融商品取引業者等に貸し付けるも
のを除く。）
ロ 法第二十八条第八項第四号ロに掲げる取引
ハ 法第二十八条第八項第四号ハに掲げる取引
（同号ハに規定する権利を行使することに
より成立する取引が、同号イ若しくはロに
掲げる取引であるもの又は同号ハ(1)に掲げ
る取引であるもの（顧客が、その所有に係
る有価証券の買付けを成立させることがで
きる権利を金融商品取引業者等に付与する
とともに、当該有価証券を当該金融商品取
引業者等に貸し付けるものを除く。）に限
る。）
ニ 法第二十八条第八項第四号ニに掲げる取引

三十 その営業日ごとの一定の時刻における有価
証券関連店頭デリバティブ取引に係る証拠金
等の実預託額が維持必要預託額に不足する場
合に速やかに当該有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引に係る顧客にその不足額を証拠金
等預託先に預託させることなく、当該有価証
券関連店頭デリバティブ取引に係る契約を継
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続する行為（前号に掲げる行為を除く。）
三十一 委託金融商品取引業者が当該委託金融商
品取引業者の親法人等又は子法人等に対して
借入金に係る債務を有する者が発行する有価
証券（法第三十三条第二項第一号に掲げる有
価証券並びに法第二条第一項第十七号に掲げ
る有価証券であって同項第一号及び第二号の
性質を有する有価証券を除く。）又は処分す
る自己株式の引受人となる場合において、こ
れらの有価証券（当該委託金融商品取引業者
が同条第六項第三号に掲げるものを行う場合
にあっては、同号に規定する新株予約権の行
使により取得される有価証券を含む。以下こ
の号において同じ。）に係る手取金が当該借
入金に係る債務の弁済に充てられることを登
録金融機関又はその役員（当該役員が法人で
あるときは、その職務を行うべき社員を含
む。）若しくは使用人が知りながら、その事
情を顧客に告げることなく当該有価証券に係
る同条第十一項第一号に掲げる行為（当該委
託金融商品取引業者が引受人となった日から
六月を経過する日までの間に当該有価証券を
売却するものに係るものに限る。）又は同項
第三号に掲げる行為を行うこと（第百五十条
第四号に規定する旨（同号イに係るものに限
る。）を顧客に説明した場合を除く。）。
三十二 裏書以外の方法による抵当証券等の売買
その他の取引を行う行為
三十三 有価証券の引受け（法第二条第六項第三
号に掲げるものを行う行為に限る。）を行う
場合において、次に掲げる行為を行うこと。
イ 法第二条第六項第三号に規定する新株予約
権の行使の勧誘に関して、同号に規定する
新株予約権証券を取得した者に対し虚偽の
ことを告げる行為
ロ 法第二条第六項第三号に規定する新株予約
権証券を取得した者に対し、不確実な事項
について断定的判断を提供し、又は確実で
あると誤解させるおそれのあることを告げ
て同号に規定する新株予約権の行使の勧誘
をする行為

三十四 投資運用業を行う金融商品取引業者等か
ら投資一任契約の締結の媒介の委託を受けて
いる場合において、その旨及び当該金融商品
取引業者等の商号又は名称を顧客にあらかじ
め明示しないで、次に掲げる行為を行うこ
と。
イ 投資顧問契約の締結の勧誘をすること。
ロ 当該顧客との投資顧問契約に基づき、当該
顧客が当該金融商品取引業者等と投資一任
契約を締結する場合に当該金融商品取引業
者等が運用として行うこととなる取引の対
象に係る助言をすること。
ハ 投資一任契約の締結の媒介を行うことを内
容とする契約の締結の勧誘をすること。
ニ 当該金融商品取引業者等を相手方とする投
資一任契約の締結の媒介をすること。

続する行為（前号に掲げる行為を除く。）
三十一 委託金融商品取引業者が当該委託金融商
品取引業者の親法人等又は子法人等に対して
借入金に係る債務を有する者が発行する有価
証券（法第三十三条第二項第一号に掲げる有
価証券並びに法第二条第一項第十七号に掲げ
る有価証券であって同項第一号及び第二号の
性質を有する有価証券を除く。）又は処分す
る自己株式の引受人となる場合において、こ
れらの有価証券（当該委託金融商品取引業者
が同条第六項第三号に掲げるものを行う場合
にあっては、同号に規定する新株予約権の行
使により取得される有価証券を含む。以下こ
の号において同じ。）に係る手取金が当該借
入金に係る債務の弁済に充てられることを登
録金融機関又はその役員（当該役員が法人で
あるときは、その職務を行うべき社員を含
む。）若しくは使用人が知りながら、その事
情を顧客に告げることなく当該有価証券に係
る同条第十一項第一号に掲げる行為（当該委
託金融商品取引業者が引受人となった日から
六月を経過する日までの間に当該有価証券を
売却するものに係るものに限る。）又は同項
第三号に掲げる行為を行うこと（第百五十条
第四号に規定する旨（同号イに係るものに限
る。）を顧客に説明した場合を除く。）。
三十二 裏書以外の方法による抵当証券等の売買
その他の取引を行う行為
三十三 有価証券の引受け（法第二条第六項第三
号に掲げるものを行う行為に限る。）を行う
場合において、次に掲げる行為を行うこと。
イ 法第二条第六項第三号に規定する新株予約
権の行使の勧誘に関して、同号に規定する
新株予約権証券を取得した者に対し虚偽の
ことを告げる行為
ロ 法第二条第六項第三号に規定する新株予約
権証券を取得した者に対し、不確実な事項
について断定的判断を提供し、又は確実で
あると誤解させるおそれのあることを告げ
て同号に規定する新株予約権の行使の勧誘
をする行為

三十四 投資運用業を行う金融商品取引業者等か
ら投資一任契約の締結の媒介の委託を受けて
いる場合において、その旨及び当該金融商品
取引業者等の商号又は名称を顧客にあらかじ
め明示しないで、次に掲げる行為を行うこ
と。
イ 投資顧問契約の締結の勧誘をすること。
ロ 当該顧客との投資顧問契約に基づき、当該
顧客が当該金融商品取引業者等と投資一任
契約を締結する場合に当該金融商品取引業
者等が運用として行うこととなる取引の対
象に係る助言をすること。
ハ 投資一任契約の締結の媒介を行うことを内
容とする契約の締結の勧誘をすること。
ニ 当該金融商品取引業者等を相手方とする投
資一任契約の締結の媒介をすること。
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２ 前項第十九号及び第二十号の規定は、有価証券
の募集（五十名以上の者を相手方として行うも
のに限る。）若しくは特定投資家向け取得勧誘
（五十名以上の者を相手方として行うものに限
る。）又は有価証券の売出し（五十名以上の者
を相手方として行うものに限る。）若しくは特
定投資家向け売付け勧誘等（五十名以上の者を
相手方として行うものに限る。）を容易にする
ために取引所金融商品市場若しくは店頭売買有
価証券市場において一連の有価証券売買等（法
第百五十九条第二項に規定する有価証券売買等
をいう。以下この項、第二百三十一条第二項及
び第二百七十五条第三項において同じ。）をす
る場合における当該一連の有価証券売買等又は
これらの委託等を行う場合には、適用しない。
３ 第一項第二十七号及び第二十八号の証拠金等
は、有価証券をもって充てることができる。
４ 金融商品取引業者等が預託を受けるべき証拠金
等の全部又は一部が前項の規定により有価証券
をもって代用される場合におけるその代用価格
は、次の各号に掲げる通貨関連デリバティブ取
引の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
一 第百二十三条第三項に規定する通貨関連市場
デリバティブ取引 金融商品取引所等に関する
内閣府令（平成十九年内閣府令第五十四号）
第六十八条第二項に規定する額
二 第百二十三条第四項に規定する通貨関連店頭
デリバティブ取引又は同条第五項に規定する
通貨関連外国市場デリバティブ取引 いずれか
一の金融商品取引所における金融商品取引所
等に関する内閣府令第六十八条第二項に規定
する額

５ 金融商品取引業者等は、第一項第二十七号又は
第二十八号の証拠金等の全部又は一部が第三項
の規定により社債、株式等の振替に関する法律
第二条第一項に規定する社債等で同条第二項に
規定する振替機関が取り扱うもの（以下この項
において「振替社債等」という。）をもって代
用される場合であって、当該金融商品取引業者
等の口座における保有欄（同法に規定する保有
欄をいう。）に当該振替社債等に係る記載又は
記録を受けるときは、当該金融商品取引業者等
の取引のための欄と区分しなければならない。
６ 第一項第二十七号又は第二十八号の実預託額、
同項第二十七号の約定時必要預託額及び同項第
二十八号の維持必要預託額は、複数の通貨関連
デリバティブ取引について顧客ごとに一括して
算出することができる。この場合における同項
第二十七号の規定の適用については、同号中
「当該通貨関連デリバティブ取引を」とあるの
は「当該顧客が行っている通貨関連デリバティ
ブ取引を」と、「加え、又は」とあるのは「加
え、」とする。
７ 第一項第二十七号及び前項の「約定時必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額に百分の四を乗じて得
た額又は当該額に外国為替相場の変動を適切に

２ 前項第十九号及び第二十号の規定は、有価証券
の募集（五十名以上の者を相手方として行うも
のに限る。）若しくは特定投資家向け取得勧誘
（五十名以上の者を相手方として行うものに限
る。）又は有価証券の売出し（五十名以上の者
を相手方として行うものに限る。）若しくは特
定投資家向け売付け勧誘等（五十名以上の者を
相手方として行うものに限る。）を容易にする
ために取引所金融商品市場若しくは店頭売買有
価証券市場において一連の有価証券売買等（法
第百五十九条第二項に規定する有価証券売買等
をいう。以下この項、第二百三十一条第二項及
び第二百七十五条第三項において同じ。）をす
る場合における当該一連の有価証券売買等又は
これらの委託等を行う場合には、適用しない。
３ 第一項第二十七号及び第二十八号の証拠金等
は、有価証券をもって充てることができる。
４ 金融商品取引業者等が預託を受けるべき証拠金
等の全部又は一部が前項の規定により有価証券
をもって代用される場合におけるその代用価格
は、次の各号に掲げる通貨関連デリバティブ取
引の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
一 第百二十三条第三項に規定する通貨関連市場
デリバティブ取引 金融商品取引所等に関する
内閣府令（平成十九年内閣府令第五十四号）
第六十八条第二項に規定する額
二 第百二十三条第四項に規定する通貨関連店頭
デリバティブ取引又は同条第五項に規定する
通貨関連外国市場デリバティブ取引 いずれか
一の金融商品取引所における金融商品取引所
等に関する内閣府令第六十八条第二項に規定
する額

５ 金融商品取引業者等は、第一項第二十七号又は
第二十八号の証拠金等の全部又は一部が第三項
の規定により社債、株式等の振替に関する法律
第二条第一項に規定する社債等で同条第二項に
規定する振替機関が取り扱うもの（以下この項
において「振替社債等」という。）をもって代
用される場合であって、当該金融商品取引業者
等の口座における保有欄（同法に規定する保有
欄をいう。）に当該振替社債等に係る記載又は
記録を受けるときは、当該金融商品取引業者等
の取引のための欄と区分しなければならない。
６ 第一項第二十七号又は第二十八号の実預託額、
同項第二十七号の約定時必要預託額及び同項第
二十八号の維持必要預託額は、複数の通貨関連
デリバティブ取引について顧客ごとに一括して
算出することができる。この場合における同項
第二十七号の規定の適用については、同号中
「当該通貨関連デリバティブ取引を」とあるの
は「当該顧客が行っている通貨関連デリバティ
ブ取引を」と、「加え、又は」とあるのは「加
え、」とする。
７ 第一項第二十七号及び前項の「約定時必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額に百分の四を乗じて得
た額又は当該額に外国為替相場の変動を適切に
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反映させた額をいう。 ◆追加◆
一 当該額を、顧客が行おうとする通貨関連デリ
バティブ取引のみについて算出する場合 当該
通貨関連デリバティブ取引の額（当該通貨関
連デリバティブ取引が次に掲げる取引である
場合にあっては、零。次項第一号において同
じ。）
イ 法第二条第二十一項第三号に掲げる取引
（顧客がオプションを取得する立場の当事
者になるものに限る。）
ロ 法第二条第二十二項第三号 ◆追加◆に掲げ
る取引（顧客がオプションを取得する立場
の当事者になるものに限る。）
ハ 外国市場デリバティブ取引であってイに掲
げる取引と類似の取引

二 当該額を、顧客が行おうとする通貨関連デリ
バティブ取引と当該通貨関連デリバティブ取
引に係る契約を締結する時において行ってい
る他の通貨関連デリバティブ取引について一
括して算出する場合 これらの通貨関連デリバ
ティブ取引の額の合計額から前号イからハま
でに掲げる取引に係る通貨関連デリバティブ
取引の額を減じて得た額

８ 第一項第二十八号及び第六項の「維持必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額に百分の四を乗じて得
た額又は当該額に外国為替相場の変動を適切に
反映させた額（これらの額が当該各号の通貨関
連デリバティブ取引に関し顧客が負担する債務
の履行に必要な金銭の額を超える場合にあって
は、当該金銭の額）をいう。 ◆追加◆
一 当該額を、顧客が行う各通貨関連デリバティ
ブ取引ごとに算出する場合 当該各通貨関連デ
リバティブ取引の額
二 当該額を、複数の通貨関連デリバティブ取引
について一括して算出する場合 当該複数の通
貨関連デリバティブ取引の額の合計額から前
項第一号イからハまでに掲げる取引に係る通
貨関連デリバティブ取引の額を減じて得た額

９ 第七項第二号又は前項第二号に掲げる場合にお
いて、顧客が一の通貨の売付け等を行うことに
よる他の通貨の買付け等及び当該他の通貨の売
付け等を行うことによる当該一の通貨の買付け
等を行っているときは、これらに係る通貨関連
デリバティブ取引の額のうちいずれか少なくな
い額を当該一の通貨又は当該他の通貨に係る通
貨関連デリバティブ取引の額とすることができ
る。

10 前三項の「通貨関連デリバティブ取引の額」と
は、次の各号に掲げる通貨関連デリバティブ取
引の区分に応じ、当該各号に定める額をいう。
一 次に掲げる通貨関連デリバティブ取引以外の
通貨関連デリバティブ取引 当該通貨関連デリ
バティブ取引に係る通貨の価格又は金融指標
の数値にその取引の件数又は数量を乗じて得
た額
イ 法第二条第二十一項第三号に掲げる取引

反映させた額をいう。 ただし、当該各号の通貨
関連デリバティブ取引がこれらの取引に係るオ
プションが行使された場合に顧客が一定額の金
銭を支払うこととなるものである場合におい
て、当該取引について算出するときは、当該金
銭の額をいう。
一 ◆削除◆顧客が行おうとする通貨関連デリバ
ティブ取引のみについて算出する場合 当該通
貨関連デリバティブ取引の額（当該通貨関連
デリバティブ取引が次に掲げる取引である場
合にあっては、零。次項第一号において同
じ。）
イ 法第二条第二十一項第三号に掲げる取引
（顧客がオプションを取得する立場の当事
者になるものに限る。）
ロ 法第二条第二十二項第三号 又は第四号に掲
げる取引（顧客がオプションを取得する立
場の当事者になるものに限る。）
ハ 外国市場デリバティブ取引であってイに掲
げる取引と類似の取引

二 ◆削除◆顧客が行おうとする通貨関連デリバ
ティブ取引と当該通貨関連デリバティブ取引
に係る契約を締結する時において行っている
他の通貨関連デリバティブ取引について一括
して算出する場合 これらの通貨関連デリバ
ティブ取引の額の合計額から前号イからハま
でに掲げる取引に係る通貨関連デリバティブ
取引の額を減じて得た額

８ 第一項第二十八号及び第六項の「維持必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額に百分の四を乗じて得
た額又は当該額に外国為替相場の変動を適切に
反映させた額（これらの額が当該各号の通貨関
連デリバティブ取引に関し顧客が負担する債務
の履行に必要な金銭の額を超える場合にあって
は、当該金銭の額）をいう。 ただし、当該各号
の通貨関連デリバティブ取引がこれらの取引に
係るオプションが行使された場合に顧客が一定
額の金銭を支払うこととなるものである場合に
おいて、当該取引について算出するときは、当
該金銭の額をいう。
一 ◆削除◆顧客が行う各通貨関連デリバティブ
取引ごとに算出する場合 当該各通貨関連デリ
バティブ取引の額
二 ◆削除◆複数の通貨関連デリバティブ取引に
ついて一括して算出する場合 当該複数の通貨
関連デリバティブ取引の額の合計額から前項
第一号イからハまでに掲げる取引に係る通貨
関連デリバティブ取引の額を減じて得た額

９ 第七項第二号又は前項第二号に掲げる場合にお
いて、顧客が一の通貨の売付け等を行うことに
よる他の通貨の買付け等及び当該他の通貨の売
付け等を行うことによる当該一の通貨の買付け
等を行っているときは、これらに係る通貨関連
デリバティブ取引の額のうちいずれか少なくな
い額を当該一の通貨又は当該他の通貨に係る通
貨関連デリバティブ取引の額とすることができ
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ロ 法第二条第二十二項第三号 ◆追加◆に掲げ
る取引
ハ 外国市場デリバティブ取引であってイに掲
げる取引と類似の取引

二 次に掲げる通貨関連デリバティブ取引 次に掲
げる当該通貨関連デリバティブ取引の区分に
応じ、それぞれ次に定める取引に係る通貨の
価格又は金融指標の数値にその取引の件数又
は数量を乗じて得た額
イ 法第二条第二十一項第三号に掲げる取引 同
号に規定する権利を行使することにより成
立する同号イ又はロに掲げる取引
ロ 法第二条第二十二項第三号 ◆追加◆に掲げ
る取引 同号に規定する権利を行使すること
により成立する 同号イ又はロに掲げる取引

ハ 外国市場デリバティブ取引であってイに掲
げる取引と類似の取引 イに定める取引と類
似の取引

11 第九項の「通貨の売付け等」とは、次に掲げる
取引をいう。
一 通貨の売付け
二 法第二条第二十一項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を支
払う立場の当事者となるものに限る。）
三 法第二条第二十二項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を支
払う立場の当事者となるものに限る。）
四 外国市場デリバティブ取引（第二号に掲げる
取引に類似するものに限る。）

12 第九項の「通貨の買付け等」とは、次に掲げる
取引をいう。
一 通貨の買付け
二 法第二条第二十一項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を受
領する立場の当事者となるものに限る。）
三 法第二条第二十二項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を受
領する立場の当事者となるものに限る。）
四 外国市場デリバティブ取引（第二号に掲げる
取引に類似するものに限る。）

13 第一項第二十九号及び第三十号の証拠金等は、
有価証券をもって充てることができる。

14 金融商品取引業者等が預託を受けるべき証拠金
等の全部又は一部が前項の規定により有価証券
をもって代用される場合におけるその代用価格
は、いずれか一の金融商品取引所における金融
商品取引所等に関する内閣府令第六十八条第二
項に規定する額とする。

15 金融商品取引業者等は、第一項第二十九号又は
第三十号の証拠金等の全部又は一部が第十三項
の規定により社債、株式等の振替に関する法律
第二条第一項に規定する社債等で同条第二項に
規定する振替機関が取り扱うもの（以下この項
において「振替社債等」という。）をもって代
用される場合であって、当該金融商品取引業者
等の口座における保有欄（同法に規定する保有
欄をいう。）に当該振替社債等に係る記載又は

る。
10 前三項の「通貨関連デリバティブ取引の額」と
は、次の各号に掲げる通貨関連デリバティブ取
引の区分に応じ、当該各号に定める額をいう。
一 次に掲げる通貨関連デリバティブ取引以外の
通貨関連デリバティブ取引 当該通貨関連デリ
バティブ取引に係る通貨の価格又は金融指標
の数値にその取引の件数又は数量を乗じて得
た額
イ 法第二条第二十一項第三号に掲げる取引
ロ 法第二条第二十二項第三号 又は第四号に掲
げる取引
ハ 外国市場デリバティブ取引であってイに掲
げる取引と類似の取引

二 次に掲げる通貨関連デリバティブ取引 次に掲
げる当該通貨関連デリバティブ取引の区分に
応じ、それぞれ次に定める取引に係る通貨の
価格又は金融指標の数値にその取引の件数又
は数量を乗じて得た額
イ 法第二条第二十一項第三号に掲げる取引 同
号に規定する権利を行使することにより成
立する同号イ又はロに掲げる取引
ロ 法第二条第二十二項第三号 又は第四号に掲
げる取引 同項第三号又は第四号に規定する
権利を行使することにより成立する 同項第
三号イ若しくはロに掲げる取引又は同項第
四号に規定する取引
ハ 外国市場デリバティブ取引であってイに掲
げる取引と類似の取引 イに定める取引と類
似の取引

11 第九項の「通貨の売付け等」とは、次に掲げる
取引をいう。
一 通貨の売付け
二 法第二条第二十一項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を支
払う立場の当事者となるものに限る。）
三 法第二条第二十二項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を支
払う立場の当事者となるものに限る。）
四 外国市場デリバティブ取引（第二号に掲げる
取引に類似するものに限る。）

12 第九項の「通貨の買付け等」とは、次に掲げる
取引をいう。
一 通貨の買付け
二 法第二条第二十一項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を受
領する立場の当事者となるものに限る。）
三 法第二条第二十二項第二号に掲げる取引（現
実数値が約定数値を上回った場合に金銭を受
領する立場の当事者となるものに限る。）
四 外国市場デリバティブ取引（第二号に掲げる
取引に類似するものに限る。）

13 第一項第二十九号及び第三十号の証拠金等は、
有価証券をもって充てることができる。

14 金融商品取引業者等が預託を受けるべき証拠金
等の全部又は一部が前項の規定により有価証券
をもって代用される場合におけるその代用価格
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記録を受けるときは、当該金融商品取引業者等
の取引のための欄と区分しなければならない。

16 第一項第二十九号又は第三十号の実預託額、同
項第二十九号の約定時必要預託額及び同項第三
十号の維持必要預託額は、次の各号に掲げる有
価証券関連店頭デリバティブ取引の区分に応
じ、当該各号に定める有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引について顧客ごとに一括して算出す
ることができる。この場合における同項第二十
九号の規定の適用については、同号中「当該有
価証券関連店頭デリバティブ取引を」とあるの
は「当該顧客が行っている有価証券関連店頭デ
リバティブ取引を」と、「加え、又は」とある
のは「加え、」とする。
一 個別株関連店頭デリバティブ取引（株券（法
第二条第一項第十七号に掲げる有価証券で株
券の性質を有するものを含む。次号において
同じ。）を対象とする有価証券関連店頭デリ
バティブ取引又はこれに類似する取引をい
う。以下この条において同じ。） 複数の個別
株関連店頭デリバティブ取引
二 株価指数関連店頭デリバティブ取引（次に掲
げるものを対象とする有価証券関連店頭デリ
バティブ取引又はこれに類似する取引をい
う。以下この条において同じ。） 複数の株価
指数関連店頭デリバティブ取引
イ 株価指数（金融商品取引所（金融商品取引
所に類するもので外国の法令に基づき設立
されたものを含む。ロにおいて同じ。）に
上場されている株券の価格に基づいて算出
した数値（多数の銘柄の価格の水準を総合
的に表すものに限る。）をいう。ロにおい
て同じ。）
ロ 金融商品取引所に上場されている投資信託
（その投資信託財産（投資信託及び投資法
人に関する法律第三条第二号に規定する投
資信託財産をいう。）の一口当たりの純資
産額の変動率を株価指数に一致させるよう
運用する旨を投資信託約款（同法第四条第
一項に規定する投資信託約款をいう。）に
定めたものに限る。）又はこれに類する外
国投資信託の受益証券

三 債券関連店頭デリバティブ取引（法第二条第
一項第一号から第五号までに掲げる有価証券
（同項第十七号に掲げる有価証券で同項第一
号から第五号までに掲げる有価証券の性質を
有するものを含む。）若しくは投資信託及び
投資法人に関する法律に規定する投資法人債
券若しくは外国投資証券で投資法人債券に類
する証券を対象とする有価証券関連店頭デリ
バティブ取引又はこれに類似する取引をい
う。以下この条において同じ。） 複数の債券
関連店頭デリバティブ取引
四 その他有価証券関連店頭デリバティブ取引
（前三号に掲げる有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引以外の有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引をいう。以下この条において同

は、いずれか一の金融商品取引所における金融
商品取引所等に関する内閣府令第六十八条第二
項に規定する額とする。

15 金融商品取引業者等は、第一項第二十九号又は
第三十号の証拠金等の全部又は一部が第十三項
の規定により社債、株式等の振替に関する法律
第二条第一項に規定する社債等で同条第二項に
規定する振替機関が取り扱うもの（以下この項
において「振替社債等」という。）をもって代
用される場合であって、当該金融商品取引業者
等の口座における保有欄（同法に規定する保有
欄をいう。）に当該振替社債等に係る記載又は
記録を受けるときは、当該金融商品取引業者等
の取引のための欄と区分しなければならない。

16 第一項第二十九号又は第三十号の実預託額、同
項第二十九号の約定時必要預託額及び同項第三
十号の維持必要預託額は、次の各号に掲げる有
価証券関連店頭デリバティブ取引の区分に応
じ、当該各号に定める有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引について顧客ごとに一括して算出す
ることができる。この場合における同項第二十
九号の規定の適用については、同号中「当該有
価証券関連店頭デリバティブ取引を」とあるの
は「当該顧客が行っている有価証券関連店頭デ
リバティブ取引を」と、「加え、又は」とある
のは「加え、」とする。
一 個別株関連店頭デリバティブ取引（株券（法
第二条第一項第十七号に掲げる有価証券で株
券の性質を有するものを含む。次号において
同じ。）を対象とする有価証券関連店頭デリ
バティブ取引又はこれに類似する取引をい
う。以下この条において同じ。） 複数の個別
株関連店頭デリバティブ取引
二 株価指数関連店頭デリバティブ取引（次に掲
げるものを対象とする有価証券関連店頭デリ
バティブ取引又はこれに類似する取引をい
う。以下この条において同じ。） 複数の株価
指数関連店頭デリバティブ取引
イ 株価指数（金融商品取引所（金融商品取引
所に類するもので外国の法令に基づき設立
されたものを含む。ロにおいて同じ。）に
上場されている株券の価格に基づいて算出
した数値（多数の銘柄の価格の水準を総合
的に表すものに限る。）をいう。ロにおい
て同じ。）
ロ 金融商品取引所に上場されている投資信託
（その投資信託財産（投資信託及び投資法
人に関する法律第三条第二号に規定する投
資信託財産をいう。）の一口当たりの純資
産額の変動率を株価指数に一致させるよう
運用する旨を投資信託約款（同法第四条第
一項に規定する投資信託約款をいう。）に
定めたものに限る。）又はこれに類する外
国投資信託の受益証券

三 債券関連店頭デリバティブ取引（法第二条第
一項第一号から第五号までに掲げる有価証券
（同項第十七号に掲げる有価証券で同項第一
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じ。） 複数のその他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引

17 第一項第二十九号及び前項の「約定時必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額をいう。 ◆追加◆
一 当該額を、顧客が行おうとする個別株関連店
頭デリバティブ取引のみについて算出する場
合 当該個別株関連店頭デリバティブ取引の額
（当該個別株関連店頭デリバティブ取引が法
第二十八条第八項第四号ハ ◆追加◆に掲げる
取引（顧客がオプションを取得する立場の当
事者になるものに限る。）である場合にあっ
ては、零。次項第一号において同じ。）に百
分の二十を乗じて得た額
二 当該額を、顧客が行おうとする株価指数関連
店頭デリバティブ取引のみについて算出する
場合 当該株価指数関連店頭デリバティブ取引
の額（当該株価指数関連店頭デリバティブ取
引が法第二十八条第八項第四号ハ ◆追加◆に
掲げる取引（顧客がオプションを取得する立
場の当事者になるものに限る。）である場合
にあっては、零。次項第二号において同
じ。）に百分の十を乗じて得た額
三 当該額を、顧客が行おうとする債券関連店頭
デリバティブ取引のみについて算出する場合
当該債券関連店頭デリバティブ取引の額（当
該債券関連店頭デリバティブ取引が法第二十
八条第八項第四号ハ ◆追加◆に掲げる取引
（顧客がオプションを取得する立場の当事者
になるものに限る。）である場合にあって
は、零。次項第三号において同じ。）に百分
の二を乗じて得た額
四 当該額を、顧客が行おうとするその他有価証
券関連店頭デリバティブ取引のみについて算
出する場合 当該その他有価証券関連店頭デリ
バティブ取引の額（当該その他有価証券関連
店頭デリバティブ取引が法第二十八条第八項
第四号ハ ◆追加◆に掲げる取引（顧客がオプ
ションを取得する立場の当事者になるものに
限る。）である場合にあっては、零。次項第
四号において同じ。）に百分の二十を乗じて
得た額
五 当該額を、顧客が行おうとする個別株関連店
頭デリバティブ取引と当該個別株関連店頭デ
リバティブ取引に係る契約を締結する時にお
いて行っている他の個別株関連店頭デリバ
ティブ取引について一括して算出する場合 こ
れらの個別株関連店頭デリバティブ取引の額
の合計額から法第二十八条第八項第四号ハ ◆
追加◆に掲げる取引（顧客がオプションを取
得する立場の当事者になるものに限る。）に
係る個別株関連店頭デリバティブ取引の額を
減じて得た額に百分の二十を乗じて得た額
六 当該額を、顧客が行おうとする株価指数関連
店頭デリバティブ取引と当該株価指数関連店
頭デリバティブ取引に係る契約を締結する時
において行っている他の株価指数関連店頭デ

号から第五号までに掲げる有価証券の性質を
有するものを含む。）若しくは投資信託及び
投資法人に関する法律に規定する投資法人債
券若しくは外国投資証券で投資法人債券に類
する証券を対象とする有価証券関連店頭デリ
バティブ取引又はこれに類似する取引をい
う。以下この条において同じ。） 複数の債券
関連店頭デリバティブ取引
四 その他有価証券関連店頭デリバティブ取引
（前三号に掲げる有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引以外の有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引をいう。以下この条において同
じ。） 複数のその他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引

17 第一項第二十九号及び前項の「約定時必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額をいう。 ただし、当該
各号の有価証券関連店頭デリバティブ取引がこ
れらの取引に係るオプションが行使された場合
に顧客が一定額の金銭を支払うこととなるもの
である場合において、当該取引について算出す
るときは、当該金銭の額をいう。
一 ◆削除◆顧客が行おうとする個別株関連店頭
デリバティブ取引のみについて算出する場合
当該個別株関連店頭デリバティブ取引の額
（当該個別株関連店頭デリバティブ取引が法
第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲げる取
引（顧客がオプションを取得する立場の当事
者になるものに限る。）である場合にあって
は、零。次項第一号において同じ。）に百分
の二十を乗じて得た額
二 ◆削除◆顧客が行おうとする株価指数関連店
頭デリバティブ取引のみについて算出する場
合 当該株価指数関連店頭デリバティブ取引の
額（当該株価指数関連店頭デリバティブ取引
が法第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲げ
る取引（顧客がオプションを取得する立場の
当事者になるものに限る。）である場合に
あっては、零。次項第二号において同じ。）
に百分の十を乗じて得た額
三 ◆削除◆顧客が行おうとする債券関連店頭デ
リバティブ取引のみについて算出する場合 当
該債券関連店頭デリバティブ取引の額（当該
債券関連店頭デリバティブ取引が法第二十八
条第八項第四号ハ 又はニに掲げる取引（顧客
がオプションを取得する立場の当事者になる
ものに限る。）である場合にあっては、零。
次項第三号において同じ。）に百分の二を乗
じて得た額
四 ◆削除◆顧客が行おうとするその他有価証券
関連店頭デリバティブ取引のみについて算出
する場合 当該その他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引の額（当該その他有価証券関連店
頭デリバティブ取引が法第二十八条第八項第
四号ハ 又はニに掲げる取引（顧客がオプショ
ンを取得する立場の当事者になるものに限
る。）である場合にあっては、零。次項第四
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リバティブ取引について一括して算出する場
合 これらの株価指数関連店頭デリバティブ取
引の額の合計額から法第二十八条第八項第四
号ハ ◆追加◆に掲げる取引（顧客がオプショ
ンを取得する立場の当事者になるものに限
る。）に係る株価指数関連店頭デリバティブ
取引の額を減じて得た額に百分の十を乗じて
得た額
七 当該額を、顧客が行おうとする債券関連店頭
デリバティブ取引と当該債券関連店頭デリバ
ティブ取引に係る契約を締結する時において
行っている他の債券関連店頭デリバティブ取
引について一括して算出する場合 これらの債
券関連店頭デリバティブ取引の額の合計額か
ら法第二十八条第八項第四号ハ ◆追加◆に掲
げる取引（顧客がオプションを取得する立場
の当事者になるものに限る。）に係る債券関
連店頭デリバティブ取引の額を減じて得た額
に百分の二を乗じて得た額
八 当該額を、顧客が行おうとするその他有価証
券関連店頭デリバティブ取引と当該その他有
価証券関連店頭デリバティブ取引に係る契約
を締結する時において行っている他のその他
有価証券関連店頭デリバティブ取引について
一括して算出する場合 これらのその他有価証
券関連店頭デリバティブ取引の額の合計額か
ら法第二十八条第八項第四号ハ ◆追加◆に掲
げる取引（顧客がオプションを取得する立場
の当事者になるものに限る。）に係るその他
有価証券関連店頭デリバティブ取引の額を減
じて得た額に百分の二十を乗じて得た額

18 第一項第三十号及び第十六項の「維持必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額（当該額が当該各号の
有価証券関連店頭デリバティブ取引に関し顧客
が負担する債務の履行に必要な金銭の額を超え
る場合にあっては、当該金銭の額）をいう。 ◆
追加◆
一 当該額を、顧客が行う各個別株関連店頭デリ
バティブ取引ごとに算出する場合 当該各個別
株関連店頭デリバティブ取引の額に百分の二
十を乗じて得た額
二 当該額を、顧客が行う各株価指数関連店頭デ
リバティブ取引ごとに算出する場合 当該各株
価指数関連店頭デリバティブ取引の額に百分
の十を乗じて得た額
三 当該額を、顧客が行う各債券関連店頭デリバ
ティブ取引ごとに算出する場合 当該各債券関
連店頭デリバティブ取引の額に百分の二を乗
じて得た額
四 当該額を、顧客が行う各その他有価証券関連
店頭デリバティブ取引ごとに算出する場合 当
該各その他有価証券関連店頭デリバティブ取
引の額に百分の二十を乗じて得た額
五 当該額を、複数の個別株関連店頭デリバティ
ブ取引について一括して算出する場合 当該複
数の個別株関連店頭デリバティブ取引の額の

号において同じ。）に百分の二十を乗じて得
た額
五 ◆削除◆顧客が行おうとする個別株関連店頭
デリバティブ取引と当該個別株関連店頭デリ
バティブ取引に係る契約を締結する時におい
て行っている他の個別株関連店頭デリバティ
ブ取引について一括して算出する場合 これら
の個別株関連店頭デリバティブ取引の額の合
計額から法第二十八条第八項第四号ハ 又は
ニに掲げる取引（顧客がオプションを取得す
る立場の当事者になるものに限る。）に係る
個別株関連店頭デリバティブ取引の額を減じ
て得た額に百分の二十を乗じて得た額
六 ◆削除◆顧客が行おうとする株価指数関連店
頭デリバティブ取引と当該株価指数関連店頭
デリバティブ取引に係る契約を締結する時に
おいて行っている他の株価指数関連店頭デリ
バティブ取引について一括して算出する場合
これらの株価指数関連店頭デリバティブ取引
の額の合計額から法第二十八条第八項第四号
ハ 又はニに掲げる取引（顧客がオプションを
取得する立場の当事者になるものに限る。）
に係る株価指数関連店頭デリバティブ取引の
額を減じて得た額に百分の十を乗じて得た額
七 ◆削除◆顧客が行おうとする債券関連店頭デ
リバティブ取引と当該債券関連店頭デリバ
ティブ取引に係る契約を締結する時において
行っている他の債券関連店頭デリバティブ取
引について一括して算出する場合 これらの債
券関連店頭デリバティブ取引の額の合計額か
ら法第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲げ
る取引（顧客がオプションを取得する立場の
当事者になるものに限る。）に係る債券関連
店頭デリバティブ取引の額を減じて得た額に
百分の二を乗じて得た額
八 ◆削除◆顧客が行おうとするその他有価証券
関連店頭デリバティブ取引と当該その他有価
証券関連店頭デリバティブ取引に係る契約を
締結する時において行っている他のその他有
価証券関連店頭デリバティブ取引について一
括して算出する場合 これらのその他有価証券
関連店頭デリバティブ取引の額の合計額から
法第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲げる
取引（顧客がオプションを取得する立場の当
事者になるものに限る。）に係るその他有価
証券関連店頭デリバティブ取引の額を減じて
得た額に百分の二十を乗じて得た額

18 第一項第三十号及び第十六項の「維持必要預託
額」とは、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、当該各号に定める額（当該額が当該各号の
有価証券関連店頭デリバティブ取引に関し顧客
が負担する債務の履行に必要な金銭の額を超え
る場合にあっては、当該金銭の額）をいう。 た
だし、当該各号の有価証券関連店頭デリバティ
ブ取引がこれらの取引に係るオプションが行使
された場合に顧客が一定額の金銭を支払うこと
となるものである場合において、当該取引につ
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合計額から法第二十八条第八項第四号ハ ◆追
加◆に掲げる取引（顧客がオプションを取得
する立場の当事者になるものに限る。）に係
る個別株関連店頭デリバティブ取引の額を減
じて得た額に百分の二十を乗じて得た額
六 当該額を、複数の株価指数関連店頭デリバ
ティブ取引について一括して算出する場合 当
該複数の株価指数関連店頭デリバティブ取引
の額の合計額から法第二十八条第八項第四号
ハ ◆追加◆に掲げる取引（顧客がオプション
を取得する立場の当事者になるものに限
る。）に係る株価指数関連店頭デリバティブ
取引の額を減じて得た額に百分の十を乗じて
得た額
七 当該額を、複数の債券関連店頭デリバティブ
取引について一括して算出する場合 当該複数
の債券関連店頭デリバティブ取引の額の合計
額から法第二十八条第八項第四号ハ ◆追加
◆に掲げる取引（顧客がオプションを取得す
る立場の当事者になるものに限る。）に係る
債券関連店頭デリバティブ取引の額を減じて
得た額に百分の二を乗じて得た額
八 当該額を、複数のその他有価証券関連店頭デ
リバティブ取引について一括して算出する場
合 当該複数のその他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引の額の合計額から法第二十八条第
八項第四号ハ ◆追加◆に掲げる取引（顧客が
オプションを取得する立場の当事者になるも
のに限る。）に係るその他有価証券関連店頭
デリバティブ取引の額を減じて得た額に百分
の二十を乗じて得た額

19 第十七項第五号から第八号まで又は前項第五号
から第八号までに掲げる場合において、顧客が
同一の有価証券又は有価証券指標（法第二条第
八項第十一号イに規定する有価証券指標をい
う。以下この項及び次項において同じ。）につ
いて有価証券の売付け等及び有価証券の買付け
等を行っているときは、これらに係る個別株関
連店頭デリバティブ取引の額、株価指数関連店
頭デリバティブ取引の額、債券関連店頭デリバ
ティブ取引の額又はその他有価証券関連店頭デ
リバティブ取引の額のうちいずれか少なくない
額を当該同一の有価証券又は有価証券指標に係
る個別株関連店頭デリバティブ取引の額、株価
指数関連店頭デリバティブ取引の額、債券関連
店頭デリバティブ取引の額又はその他有価証券
関連店頭デリバティブ取引の額とすることがで
きる。

20 前三項の「個別株関連店頭デリバティブ取引の
額」、「株価指数関連店頭デリバティブ取引の
額」、「債券関連店頭デリバティブ取引の額」
又は「その他有価証券関連店頭デリバティブ取
引の額」とは、次の各号に掲げる個別株関連店
頭デリバティブ取引、株価指数関連店頭デリバ
ティブ取引、債券関連店頭デリバティブ取引又
はその他有価証券関連店頭デリバティブ取引の
区分に応じ、当該各号に定める額をいう。

いて算出するときは、当該金銭の額をいう。
一 ◆削除◆顧客が行う各個別株関連店頭デリバ
ティブ取引ごとに算出する場合 当該各個別株
関連店頭デリバティブ取引の額に百分の二十
を乗じて得た額
二 ◆削除◆顧客が行う各株価指数関連店頭デリ
バティブ取引ごとに算出する場合 当該各株価
指数関連店頭デリバティブ取引の額に百分の
十を乗じて得た額
三 ◆削除◆顧客が行う各債券関連店頭デリバ
ティブ取引ごとに算出する場合 当該各債券関
連店頭デリバティブ取引の額に百分の二を乗
じて得た額
四 ◆削除◆顧客が行う各その他有価証券関連店
頭デリバティブ取引ごとに算出する場合 当該
各その他有価証券関連店頭デリバティブ取引
の額に百分の二十を乗じて得た額
五 ◆削除◆複数の個別株関連店頭デリバティブ
取引について一括して算出する場合 当該複数
の個別株関連店頭デリバティブ取引の額の合
計額から法第二十八条第八項第四号ハ 又は
ニに掲げる取引（顧客がオプションを取得す
る立場の当事者になるものに限る。）に係る
個別株関連店頭デリバティブ取引の額を減じ
て得た額に百分の二十を乗じて得た額
六 ◆削除◆複数の株価指数関連店頭デリバティ
ブ取引について一括して算出する場合 当該複
数の株価指数関連店頭デリバティブ取引の額
の合計額から法第二十八条第八項第四号ハ 又
はニに掲げる取引（顧客がオプションを取得
する立場の当事者になるものに限る。）に係
る株価指数関連店頭デリバティブ取引の額を
減じて得た額に百分の十を乗じて得た額
七 ◆削除◆複数の債券関連店頭デリバティブ取
引について一括して算出する場合 当該複数の
債券関連店頭デリバティブ取引の額の合計額
から法第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲
げる取引（顧客がオプションを取得する立場
の当事者になるものに限る。）に係る債券関
連店頭デリバティブ取引の額を減じて得た額
に百分の二を乗じて得た額
八 ◆削除◆複数のその他有価証券関連店頭デリ
バティブ取引について一括して算出する場合
当該複数のその他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引の額の合計額から法第二十八条第
八項第四号ハ 又はニに掲げる取引（顧客がオ
プションを取得する立場の当事者になるもの
に限る。）に係るその他有価証券関連店頭デ
リバティブ取引の額を減じて得た額に百分の
二十を乗じて得た額

19 第十七項第五号から第八号まで又は前項第五号
から第八号までに掲げる場合において、顧客が
同一の有価証券又は有価証券指標（法第二条第
八項第十一号イに規定する有価証券指標をい
う。以下この項及び次項において同じ。）につ
いて有価証券の売付け等及び有価証券の買付け
等を行っているときは、これらに係る個別株関
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一 法第二十八条第八項第四号ハ ◆追加◆に掲げ
る取引以外の個別株関連店頭デリバティブ取
引、株価指数関連店頭デリバティブ取引、債
券関連店頭デリバティブ取引又はその他有価
証券関連店頭デリバティブ取引 当該個別株関
連店頭デリバティブ取引、株価指数関連店頭
デリバティブ取引、債券関連店頭デリバティ
ブ取引又はその他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引に係る有価証券の価格又は有価証
券指標の数値にその取引の件数又は数量を乗
じて得た額
二 法第二十八条第八項第四号ハ ◆追加◆に掲げ
る取引 同号ハに規定する権利を行使すること
により成立する同号ハ(1) 又は(2)に掲げる取
引に係る有価証券の価格又は有価証券指標の
数値にその取引の件数又は数量を乗じて得た
額

21 第十九項の「有価証券の売付け等」とは、次に
掲げる取引をいう。
一 有価証券の売付け
二 法第二十八条第八項第四号ロに掲げる取引
（有価証券現実数値（同項第三号ロに規定す
る有価証券現実数値をいう。次項第二号にお
いて同じ。）が有価証券約定数値（同条第八
項第三号ロに規定する有価証券約定数値をい
う。次項第二号において同じ。）を上回った
場合に金銭を支払う立場の当事者となるもの
に限る。）

22 第十九項の「有価証券の買付け等」とは、次に
掲げる取引をいう。
一 有価証券の買付け
二 法第二十八条第八項第四号ロに掲げる取引
（有価証券現実数値が有価証券約定数値を上
回った場合に金銭を受領する立場の当事者と
なるものに限る。）

連店頭デリバティブ取引の額、株価指数関連店
頭デリバティブ取引の額、債券関連店頭デリバ
ティブ取引の額又はその他有価証券関連店頭デ
リバティブ取引の額のうちいずれか少なくない
額を当該同一の有価証券又は有価証券指標に係
る個別株関連店頭デリバティブ取引の額、株価
指数関連店頭デリバティブ取引の額、債券関連
店頭デリバティブ取引の額又はその他有価証券
関連店頭デリバティブ取引の額とすることがで
きる。

20 前三項の「個別株関連店頭デリバティブ取引の
額」、「株価指数関連店頭デリバティブ取引の
額」、「債券関連店頭デリバティブ取引の額」
又は「その他有価証券関連店頭デリバティブ取
引の額」とは、次の各号に掲げる個別株関連店
頭デリバティブ取引、株価指数関連店頭デリバ
ティブ取引、債券関連店頭デリバティブ取引又
はその他有価証券関連店頭デリバティブ取引の
区分に応じ、当該各号に定める額をいう。
一 法第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲げる
取引以外の個別株関連店頭デリバティブ取
引、株価指数関連店頭デリバティブ取引、債
券関連店頭デリバティブ取引又はその他有価
証券関連店頭デリバティブ取引 当該個別株関
連店頭デリバティブ取引、株価指数関連店頭
デリバティブ取引、債券関連店頭デリバティ
ブ取引又はその他有価証券関連店頭デリバ
ティブ取引に係る有価証券の価格又は有価証
券指標の数値にその取引の件数又は数量を乗
じて得た額
二 法第二十八条第八項第四号ハ 又はニに掲げる
取引 同号ハ又はニに規定する権利を行使する
ことにより成立する同号ハ(1) 若しくは(2)に
掲げる取引又は同号ニに規定する取引に係る
有価証券の価格又は有価証券指標の数値にそ
の取引の件数又は数量を乗じて得た額

21 第十九項の「有価証券の売付け等」とは、次に
掲げる取引をいう。
一 有価証券の売付け
二 法第二十八条第八項第四号ロに掲げる取引
（有価証券現実数値（同項第三号ロに規定す
る有価証券現実数値をいう。次項第二号にお
いて同じ。）が有価証券約定数値（同条第八
項第三号ロに規定する有価証券約定数値をい
う。次項第二号において同じ。）を上回った
場合に金銭を支払う立場の当事者となるもの
に限る。）

22 第十九項の「有価証券の買付け等」とは、次に
掲げる取引をいう。
一 有価証券の買付け
二 法第二十八条第八項第四号ロに掲げる取引
（有価証券現実数値が有価証券約定数値を上
回った場合に金銭を受領する立場の当事者と
なるものに限る。）

- 本則-
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施行日：平成25年 8月 1日
（業務の運営の状況が公益に反し又は投資者の保
護に支障を生ずるおそれがあるもの）
第百二十三条 法第四十条第二号に規定する内閣府
令で定める状況は、次に掲げる状況とする。
一 あらかじめ顧客の注文の内容を確認すること
なく、頻繁に当該顧客の計算において有価証
券の売買その他の取引又はデリバティブ取引
等（有価証券等清算取次ぎを除く。）をして
いる状況
二 不特定かつ多数の投資者を勧誘して有価証券
の売買又はデリバティブ取引についての委任
を受けている者（法令に準拠して金融商品取
引行為を行う者を除く。）から、当該投資者
の計算において行う取引であることを知りな
がら、あらかじめ当該投資者の意思を確認す
ることなく有価証券の売買又はデリバティブ
取引の受託等をしている状況
三 著しく不適当と認められる数量、価格その他
の条件により、有価証券の引受けを行ってい
る状況
四 有価証券の元引受けを行う場合において、発
行者の財務状況、経営成績その他引受けの適
否の判断に資する事項の適切な審査を行って
いないものと認められる状況
五 その取り扱う法人関係情報に関する管理又は
顧客の有価証券の売買その他の取引等に関す
る管理について法人関係情報に係る不公正な
取引の防止を図るために必要かつ適切な措置
を講じていないと認められる状況
六 その取り扱う個人である顧客に関する情報の
安全管理、従業者の監督及び当該情報の取扱
いを委託する場合には、その委託先の監督に
ついて、当該情報の漏えい、滅失又はき損の
防止を図るために必要かつ適切な措置を講じ
ていないと認められる状況
七 その取り扱う個人である顧客に関する人種、
信条、門地、本籍地、保健医療又は犯罪経歴
についての情報その他業務上知り得た公表さ
れていない特別の情報を、適切な業務の運営
の確保その他必要と認められる目的以外の目
的のために利用しないことを確保するための
措置を講じていないと認められる状況
八 顧客の有価証券の売買その他の取引等に関
し、受渡状況その他の顧客に必要な情報を適
切に通知していないと認められる状況
九 投資信託受益証券等（投資信託及び投資法人
に関する法律に規定する投資信託若しくは外
国投資信託の受益証券（第六十五条第二号イ
からハまでに掲げるもの及びこれらと同様の
性質を有するものを除く。）、投資証券又は
外国投資証券（同法第二百二十条第一項に規
定する外国投資証券をいう。以下同じ。）で
投資証券に類する証券をいい、金融商品取引
所に上場されているもの及び店頭売買有価証
券に該当するものを除く。以下この号及び第
二百八十一条第六号において同じ。）の乗換

（業務の運営の状況が公益に反し又は投資者の保
護に支障を生ずるおそれがあるもの）
第百二十三条 法第四十条第二号に規定する内閣府
令で定める状況は、次に掲げる状況とする。
一 あらかじめ顧客の注文の内容を確認すること
なく、頻繁に当該顧客の計算において有価証
券の売買その他の取引又はデリバティブ取引
等（有価証券等清算取次ぎを除く。）をして
いる状況
二 不特定かつ多数の投資者を勧誘して有価証券
の売買又はデリバティブ取引についての委任
を受けている者（法令に準拠して金融商品取
引行為を行う者を除く。）から、当該投資者
の計算において行う取引であることを知りな
がら、あらかじめ当該投資者の意思を確認す
ることなく有価証券の売買又はデリバティブ
取引の受託等をしている状況
三 著しく不適当と認められる数量、価格その他
の条件により、有価証券の引受けを行ってい
る状況
四 有価証券の元引受けを行う場合において、発
行者の財務状況、経営成績その他引受けの適
否の判断に資する事項の適切な審査を行って
いないものと認められる状況
五 その取り扱う法人関係情報に関する管理又は
顧客の有価証券の売買その他の取引等に関す
る管理について法人関係情報に係る不公正な
取引の防止を図るために必要かつ適切な措置
を講じていないと認められる状況
六 その取り扱う個人である顧客に関する情報の
安全管理、従業者の監督及び当該情報の取扱
いを委託する場合には、その委託先の監督に
ついて、当該情報の漏えい、滅失又はき損の
防止を図るために必要かつ適切な措置を講じ
ていないと認められる状況
七 その取り扱う個人である顧客に関する人種、
信条、門地、本籍地、保健医療又は犯罪経歴
についての情報その他業務上知り得た公表さ
れていない特別の情報を、適切な業務の運営
の確保その他必要と認められる目的以外の目
的のために利用しないことを確保するための
措置を講じていないと認められる状況
八 顧客の有価証券の売買その他の取引等に関
し、受渡状況その他の顧客に必要な情報を適
切に通知していないと認められる状況
九 投資信託受益証券等（投資信託及び投資法人
に関する法律に規定する投資信託若しくは外
国投資信託の受益証券（第六十五条第二号イ
からハまでに掲げるもの及びこれらと同様の
性質を有するものを除く。）、投資証券又は
外国投資証券（同法第二百二十条第一項に規
定する外国投資証券をいう。以下同じ。）で
投資証券に類する証券をいい、金融商品取引
所に上場されているもの及び店頭売買有価証
券に該当するものを除く。以下この号及び第
二百八十一条第六号において同じ。）の乗換
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え（現に保有している投資信託受益証券等に
係る投資信託契約の一部解約若しくは投資口
の払戻し又は投資信託受益証券等の売付け若
しくはその委託等を伴う投資信託受益証券等
の取得又は買付け若しくはその委託等をい
う。以下この号及び同条第六号において同
じ。）を勧誘するに際し、顧客（特定投資家
を除く。次号において同じ。）に対して、当
該乗換えに関する重要な事項について説明を
行っていない状況
十 金融商品取引業者が、法第二条第八項第七号
イに掲げる有価証券（当該有価証券に表示さ
れるべき権利であって、同条第二項の規定に
より有価証券とみなされるものを含む。）に
係る同号に掲げる行為又は当該有価証券の転
売を目的としない買取りその他これに類する
行為を行い、当該行為に関して、当該有価証
券に係る顧客の応募代金若しくは売却代金又
は当該有価証券に係る投資信託の解約金、収
益金若しくは償還金の預託を受ける場合にお
いて、当該預託を受けた金銭について、法第
四十三条の二第二項に規定する方法に準じた
方法により、当該金融商品取引業者が金融商
品取引業を廃止した場合その他金融商品取引
業を行わないこととなった場合に当該顧客に
返還すべき額に相当する金銭を管理すること
を目的として、国内において、信託会社又は
信託業務を営む金融機関に信託をしていない
状況
十一 法第二条第八項第八号又は第九号に掲げる
行為により同条第一項第五号に掲げる有価証
券又は同項第十七号に掲げる有価証券（同項
第一号から第五号までのいずれかに掲げる有
価証券の性質を有するものに限る。）を取得
させ、又は売り付けようとする際に、これら
の有価証券の取得又は買付けの申込みの期間
中に生じた投資判断に影響を及ぼす重要な事
象について、個人である顧客（特定投資家を
除く。）に対して説明を行っていない状況
十二 取引所金融商品市場における上場金融商品
等又は店頭売買有価証券市場における店頭売
買有価証券の相場若しくは相場若しくは取引
高に基づいて算出した数値を変動させ、若し
くはくぎ付けし、固定し、若しくは安定さ
せ、又は取引高を増加させることにより実勢
を反映しない作為的なものを形成させるべき
当該上場金融商品等又は当該店頭売買有価証
券に係る買付け若しくは売付け又はデリバ
ティブ取引の受託等をする行為を防止するた
めの売買管理が十分でないと認められる状況
十三 金融商品取引業者等が第一種金融商品取引
業又は第二種金融商品取引業として次に掲げ
る行為を行う場合において、当該行為が投資
者の保護に欠け、取引の公正を害し、又は金
融商品取引業等の信用を失墜させることとな
ることを防止するため十分な社内管理体制を
あらかじめ整備していない状況

え（現に保有している投資信託受益証券等に
係る投資信託契約の一部解約若しくは投資口
の払戻し又は投資信託受益証券等の売付け若
しくはその委託等を伴う投資信託受益証券等
の取得又は買付け若しくはその委託等をい
う。以下この号及び同条第六号において同
じ。）を勧誘するに際し、顧客（特定投資家
を除く。次号において同じ。）に対して、当
該乗換えに関する重要な事項について説明を
行っていない状況
十 金融商品取引業者が、法第二条第八項第七号
イに掲げる有価証券（当該有価証券に表示さ
れるべき権利であって、同条第二項の規定に
より有価証券とみなされるものを含む。）に
係る同号に掲げる行為又は当該有価証券の転
売を目的としない買取りその他これに類する
行為を行い、当該行為に関して、当該有価証
券に係る顧客の応募代金若しくは売却代金又
は当該有価証券に係る投資信託の解約金、収
益金若しくは償還金の預託を受ける場合にお
いて、当該預託を受けた金銭について、法第
四十三条の二第二項に規定する方法に準じた
方法により、当該金融商品取引業者が金融商
品取引業を廃止した場合その他金融商品取引
業を行わないこととなった場合に当該顧客に
返還すべき額に相当する金銭を管理すること
を目的として、国内において、信託会社又は
信託業務を営む金融機関に信託をしていない
状況
十一 法第二条第八項第八号又は第九号に掲げる
行為により同条第一項第五号に掲げる有価証
券又は同項第十七号に掲げる有価証券（同項
第一号から第五号までのいずれかに掲げる有
価証券の性質を有するものに限る。）を取得
させ、又は売り付けようとする際に、これら
の有価証券の取得又は買付けの申込みの期間
中に生じた投資判断に影響を及ぼす重要な事
象について、個人である顧客（特定投資家を
除く。）に対して説明を行っていない状況
十二 取引所金融商品市場における上場金融商品
等又は店頭売買有価証券市場における店頭売
買有価証券の相場若しくは相場若しくは取引
高に基づいて算出した数値を変動させ、若し
くはくぎ付けし、固定し、若しくは安定さ
せ、又は取引高を増加させることにより実勢
を反映しない作為的なものを形成させるべき
当該上場金融商品等又は当該店頭売買有価証
券に係る買付け若しくは売付け又はデリバ
ティブ取引の受託等をする行為を防止するた
めの売買管理が十分でないと認められる状況
十三 金融商品取引業者等が第一種金融商品取引
業又は第二種金融商品取引業として次に掲げ
る行為を行う場合において、当該行為が投資
者の保護に欠け、取引の公正を害し、又は金
融商品取引業等の信用を失墜させることとな
ることを防止するため十分な社内管理体制を
あらかじめ整備していない状況
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イ 金融商品取引法第二条に規定する定義に関
する内閣府令第十六条第一項第八号イ又は
ロに掲げる行為
ロ 顧客から売買の別、銘柄及び数（デリバ
ティブ取引にあっては、これらに相当する
事項）について同意を得た上で、価格（デ
リバティブ取引にあっては、価格に相当す
る事項）については当該同意の時点におけ
る相場（当該同意の時点における相場がな
い場合には、当該同意の直近の時点におけ
る相場）を考慮して適切な幅を持たせた同
意（ハにおいて「特定同意」という。）の
範囲内で当該金融商品取引業者等が定める
ことができることを内容とする契約に基づ
き行う有価証券の売買又はデリバティブ取
引
ハ 顧客から売買の別、銘柄及び個別の取引の
総額（デリバティブ取引にあっては、これ
らに相当する事項）並びに数又は価格（デ
リバティブ取引にあっては、これらに相当
する事項）の一方について同意（価格につ
いては、特定同意を含む。）を得た上で、
他方については当該金融商品取引業者等が
定めることができることを内容とする契約
に基づき行う有価証券の売買又はデリバ
ティブ取引
ニ 第百十七条第一項第二十一号に規定する契
約に基づき行う有価証券の売買又はデリバ
ティブ取引
ホ 当該金融商品取引業者等の役員（役員が法
人であるときは、その職務を行うべき社員
を含む。）及び使用人の親族（配偶者並び
に二親等内の血族及び姻族に限る。）か
ら、売買の別、銘柄及び数（デリバティブ
取引にあっては、これらに相当する事項）
について同意を得た上で、価格（デリバ
ティブ取引にあっては、価格に相当する事
項）については当該金融商品取引業者等が
定めることができることを内容とする契約
に基づき行う有価証券の売買又はデリバ
ティブ取引

十三の二 金融商品取引業者が適格投資家向け投
資運用業を行う場合において、権利者（法第
二条第八項第十二号イに掲げる契約の相手方
である登録投資法人（投資信託及び投資法人
に関する法律第二条第十三項に規定する登録
投資法人をいう。）の投資主（同法第二条第
十六項に規定する投資主をいう。）及び令第
十五条の十の二各号に掲げる者を含む。以下
この号において同じ。）又は権利者となろう
とする者の属性の確認及び権利者の有価証券
の売買その他の取引の動向の把握その他の方
法により、適格投資家以外の者が権利者とな
ることを防止するための必要かつ適切な措置
を講じていないと認められる状況
十四 金融商品取引業等に係る電子情報処理組織
の管理が十分でないと認められる状況

イ 金融商品取引法第二条に規定する定義に関
する内閣府令第十六条第一項第八号イ又は
ロに掲げる行為
ロ 顧客から売買の別、銘柄及び数（デリバ
ティブ取引にあっては、これらに相当する
事項）について同意を得た上で、価格（デ
リバティブ取引にあっては、価格に相当す
る事項）については当該同意の時点におけ
る相場（当該同意の時点における相場がな
い場合には、当該同意の直近の時点におけ
る相場）を考慮して適切な幅を持たせた同
意（ハにおいて「特定同意」という。）の
範囲内で当該金融商品取引業者等が定める
ことができることを内容とする契約に基づ
き行う有価証券の売買又はデリバティブ取
引
ハ 顧客から売買の別、銘柄及び個別の取引の
総額（デリバティブ取引にあっては、これ
らに相当する事項）並びに数又は価格（デ
リバティブ取引にあっては、これらに相当
する事項）の一方について同意（価格につ
いては、特定同意を含む。）を得た上で、
他方については当該金融商品取引業者等が
定めることができることを内容とする契約
に基づき行う有価証券の売買又はデリバ
ティブ取引
ニ 第百十七条第一項第二十一号に規定する契
約に基づき行う有価証券の売買又はデリバ
ティブ取引
ホ 当該金融商品取引業者等の役員（役員が法
人であるときは、その職務を行うべき社員
を含む。）及び使用人の親族（配偶者並び
に二親等内の血族及び姻族に限る。）か
ら、売買の別、銘柄及び数（デリバティブ
取引にあっては、これらに相当する事項）
について同意を得た上で、価格（デリバ
ティブ取引にあっては、価格に相当する事
項）については当該金融商品取引業者等が
定めることができることを内容とする契約
に基づき行う有価証券の売買又はデリバ
ティブ取引

十三の二 金融商品取引業者が適格投資家向け投
資運用業を行う場合において、権利者（法第
二条第八項第十二号イに掲げる契約の相手方
である登録投資法人（投資信託及び投資法人
に関する法律第二条第十三項に規定する登録
投資法人をいう。）の投資主（同法第二条第
十六項に規定する投資主をいう。）及び令第
十五条の十の二各号に掲げる者を含む。以下
この号において同じ。）又は権利者となろう
とする者の属性の確認及び権利者の有価証券
の売買その他の取引の動向の把握その他の方
法により、適格投資家以外の者が権利者とな
ることを防止するための必要かつ適切な措置
を講じていないと認められる状況
十四 金融商品取引業等に係る電子情報処理組織
の管理が十分でないと認められる状況
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十五 委託を行った金融商品仲介業者の金融商品
仲介業に係る法令に違反する行為を防止する
ための措置が十分でないと認められる状況
十六 委託を行った金融商品仲介業者の事故（第
二百五十八条第三号に規定する事故をい
う。）につき損失の補てんを行うための適切
な措置を講じていないと認められる状況
十七 委託を行った金融商品仲介業者に顧客に対
する金銭又は有価証券の受渡しを行わせてい
る状況
十八 金融商品取引業者等が取得した顧客の財産
に関する公表されていない情報その他の特別
な情報（次に掲げるものを除く。）を、事前
に顧客の書面による同意を得ることなく、当
該金融商品取引業者等が委託を行う登録金融
機関若しくは金融商品仲介業者に提供してい
る状況又は金融商品取引業者等が委託を行っ
た登録金融機関若しくは金融商品仲介業者か
ら取得した顧客の財産に関する公表されてい
ない情報その他の特別な情報（当該登録金融
機関又は金融商品仲介業者が当該顧客の書面
による同意を得ずに提供したものに限る。）
を利用して有価証券の売買その他の取引等を
勧誘している状況
イ 当該登録金融機関又は金融商品仲介業者の
金融商品仲介行為に係る情報
ロ 当該登録金融機関又は金融商品仲介業者が
金融商品仲介業に係る法令を遵守するため
に提供する必要があると認められる情報
ハ 第百五十条第四号に規定する場合におい
て、当該有価証券に係る手取金が当該借入
金に係る債務の弁済に充てられる旨の情報
ニ 当該登録金融機関又は委託金融商品取引業
者が対象規定（法第三十六条第二項、銀行
法第十三条の三の二第一項（長期信用銀行
法第十七条、協同組合による金融事業に関
する法律第六条第一項、信用金庫法第八十
九条第一項及び労働金庫法第九十四条第一
項において準用する場合を含む。）、農林
中央金庫法第五十九条の二の二第一項、中
小企業等協同組合法第五十八条の五の二第
一項、農業協同組合法第十一条の五の二第
一項若しくは第十一条の十二の三第一項、
水産業協同組合法第十一条の十三第一項
（同法第九十二条第一項、第九十六条第一
項及び第百条第一項において準用する場合
を含む。）若しくは第十五条の九の三第一
項（同法第九十六条第一項及び第百条の八
第一項において準用する場合を含む。）、
株式会社商工組合中央金庫法第二十八条の
二第一項又は保険業法第百条の二の二第一
項若しくは第百九十三条の二第一項の規定
をいう。第二十四号ハにおいて同じ。）を
遵守するために当該登録金融機関に提供す
る必要があると認められる情報
ホ 委託金融商品取引業者が委託を行う登録金
融機関の親法人等若しくは子法人等である

十五 委託を行った金融商品仲介業者の金融商品
仲介業に係る法令に違反する行為を防止する
ための措置が十分でないと認められる状況
十六 委託を行った金融商品仲介業者の事故（第
二百五十八条第三号に規定する事故をい
う。）につき損失の補てんを行うための適切
な措置を講じていないと認められる状況
十七 委託を行った金融商品仲介業者に顧客に対
する金銭又は有価証券の受渡しを行わせてい
る状況
十八 金融商品取引業者等が取得した顧客の財産
に関する公表されていない情報その他の特別
な情報（次に掲げるものを除く。）を、事前
に顧客の書面による同意を得ることなく、当
該金融商品取引業者等が委託を行う登録金融
機関若しくは金融商品仲介業者に提供してい
る状況又は金融商品取引業者等が委託を行っ
た登録金融機関若しくは金融商品仲介業者か
ら取得した顧客の財産に関する公表されてい
ない情報その他の特別な情報（当該登録金融
機関又は金融商品仲介業者が当該顧客の書面
による同意を得ずに提供したものに限る。）
を利用して有価証券の売買その他の取引等を
勧誘している状況
イ 当該登録金融機関又は金融商品仲介業者の
金融商品仲介行為に係る情報
ロ 当該登録金融機関又は金融商品仲介業者が
金融商品仲介業に係る法令を遵守するため
に提供する必要があると認められる情報
ハ 第百五十条第四号に規定する場合におい
て、当該有価証券に係る手取金が当該借入
金に係る債務の弁済に充てられる旨の情報
ニ 当該登録金融機関又は委託金融商品取引業
者が対象規定（法第三十六条第二項、銀行
法第十三条の三の二第一項（長期信用銀行
法第十七条、協同組合による金融事業に関
する法律第六条第一項、信用金庫法第八十
九条第一項及び労働金庫法第九十四条第一
項において準用する場合を含む。）、農林
中央金庫法第五十九条の二の二第一項、中
小企業等協同組合法第五十八条の五の二第
一項、農業協同組合法第十一条の五の二第
一項若しくは第十一条の十二の三第一項、
水産業協同組合法第十一条の十三第一項
（同法第九十二条第一項、第九十六条第一
項及び第百条第一項において準用する場合
を含む。）若しくは第十五条の九の三第一
項（同法第九十六条第一項及び第百条の八
第一項において準用する場合を含む。）、
株式会社商工組合中央金庫法第二十八条の
二第一項又は保険業法第百条の二の二第一
項若しくは第百九十三条の二第一項の規定
をいう。第二十四号ハにおいて同じ。）を
遵守するために当該登録金融機関に提供す
る必要があると認められる情報
ホ 委託金融商品取引業者が委託を行う登録金
融機関の親法人等若しくは子法人等である
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場合又は委託金融商品取引業者が委託を行
う登録金融機関が当該委託金融商品取引業
者の親法人等若しくは子法人等である場合
であって、当該委託金融商品取引業者が内
部管理に関する業務等（電子情報処理組織
の保守及び管理に関する業務並びに第百五
十三条第三項に規定する内部管理に関する
業務をいう。以下ホ及び第二十四号ニにお
いて同じ。）の全部又は一部を行うために
必要な情報を当該登録金融機関に提供する
場合（当該委託金融商品取引業者及び当該
登録金融機関において内部管理に関する業
務等を行う部門から当該情報が漏えいしな
い措置が的確に講じられている場合であっ
て、当該委託金融商品取引業者が当該登録
金融機関の金融商品仲介業務に従事する役
員（役員が法人であるときは、その職務を
行うべき社員を含む。）及び使用人以外の
者に当該情報を提供する場合に限る。）に
おける当該情報

十九 金融商品取引業又は金融商品仲介業務を実
施する組織（融資業務又は金融機関代理業務
を併せて実施する組織に限る。）の業務を統
括する役員（役員が法人であるときは、その
職務を行うべき社員を含む。以下この号にお
いて同じ。）又は使用人が、有価証券（法第
三十三条第二項第一号に掲げる有価証券並び
に法第二条第一項第十七号に掲げる有価証券
であって同項第一号及び第二号の性質を有す
る有価証券を除く。以下この号において同
じ。）の発行者である顧客の非公開融資等情
報を自ら取得し、又は融資業務若しくは金融
機関代理業務に従事する役員若しくは使用人
から受領して、当該有価証券に係る法第二条
第八項各号に掲げる行為の勧誘を行っている
状況（当該統括する役員又は使用人が、非公
開融資等情報（法人関係情報を除く。）の提
供につき、事前にその顧客の書面による同意
を得ることなく、その顧客の非公開融資等情
報を金融商品取引業又は金融商品仲介業務に
従事する役員又は使用人に提供している状況
を含む。）
二十 店頭デリバティブ取引について、金融商品
取引業者等が売付け及び買付けの価格又は価
格に相当する事項の双方がある場合に、これ
らの価格又は価格に相当する事項を同時に提
示していない状況（当該店頭デリバティブ取
引が店頭金融先物取引以外のものである場合
にあっては、当該価格又は価格に相当する事
項を同時に個人である顧客に提示していない
状況）
二十一 店頭デリバティブ取引について、金融商
品取引業者等が顧客（当該店頭デリバティブ
取引が店頭金融先物取引以外のものである場
合にあっては、個人に限る。）の取引時に表
示した価格又は価格に相当する事項を、当該
価格又は価格に相当する事項の提示を要求し

場合又は委託金融商品取引業者が委託を行
う登録金融機関が当該委託金融商品取引業
者の親法人等若しくは子法人等である場合
であって、当該委託金融商品取引業者が内
部管理に関する業務等（電子情報処理組織
の保守及び管理に関する業務並びに第百五
十三条第三項に規定する内部管理に関する
業務をいう。以下ホ及び第二十四号ニにお
いて同じ。）の全部又は一部を行うために
必要な情報を当該登録金融機関に提供する
場合（当該委託金融商品取引業者及び当該
登録金融機関において内部管理に関する業
務等を行う部門から当該情報が漏えいしな
い措置が的確に講じられている場合であっ
て、当該委託金融商品取引業者が当該登録
金融機関の金融商品仲介業務に従事する役
員（役員が法人であるときは、その職務を
行うべき社員を含む。）及び使用人以外の
者に当該情報を提供する場合に限る。）に
おける当該情報

十九 金融商品取引業又は金融商品仲介業務を実
施する組織（融資業務又は金融機関代理業務
を併せて実施する組織に限る。）の業務を統
括する役員（役員が法人であるときは、その
職務を行うべき社員を含む。以下この号にお
いて同じ。）又は使用人が、有価証券（法第
三十三条第二項第一号に掲げる有価証券並び
に法第二条第一項第十七号に掲げる有価証券
であって同項第一号及び第二号の性質を有す
る有価証券を除く。以下この号において同
じ。）の発行者である顧客の非公開融資等情
報を自ら取得し、又は融資業務若しくは金融
機関代理業務に従事する役員若しくは使用人
から受領して、当該有価証券に係る法第二条
第八項各号に掲げる行為の勧誘を行っている
状況（当該統括する役員又は使用人が、非公
開融資等情報（法人関係情報を除く。）の提
供につき、事前にその顧客の書面による同意
を得ることなく、その顧客の非公開融資等情
報を金融商品取引業又は金融商品仲介業務に
従事する役員又は使用人に提供している状況
を含む。）
二十 店頭デリバティブ取引について、金融商品
取引業者等が売付け及び買付けの価格又は価
格に相当する事項の双方がある場合に、これ
らの価格又は価格に相当する事項を同時に提
示していない状況（当該店頭デリバティブ取
引が店頭金融先物取引以外のものである場合
にあっては、当該価格又は価格に相当する事
項を同時に個人である顧客に提示していない
状況）
二十一 店頭デリバティブ取引について、金融商
品取引業者等が顧客（当該店頭デリバティブ
取引が店頭金融先物取引以外のものである場
合にあっては、個人に限る。）の取引時に表
示した価格又は価格に相当する事項を、当該
価格又は価格に相当する事項の提示を要求し
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た当該顧客に提示していない状況
二十一の二 顧客（個人（金融商品取引法第二条
に規定する定義に関する内閣府令第十条第一
項第二十四号ロ(1)に掲げる要件に該当する業
務執行組合員等（同項第二十三号に規定する
業務執行組合員等をいう。以下この号におい
て同じ。）が業務執行組合員等として通貨関
連デリバティブ取引（通貨関連市場デリバ
ティブ取引、通貨関連店頭デリバティブ取引
又は通貨関連外国市場デリバティブ取引をい
う。以下この号及び次号において同じ。）を
行う場合における当該業務執行組合員等を除
く。）に限る。以下この号において同じ。）
がその計算において行った通貨関連デリバ
ティブ取引を決済した場合に顧客に生ずるこ
ととなる損失の額が、当該顧客との間であら
かじめ約した計算方法により算出される額に
達する場合に行うこととする通貨関連デリバ
ティブ取引の決済（次号において「ロスカッ
ト取引」という。）を行うための十分な管理
体制を整備していない状況
二十一の三 通貨関連デリバティブ取引につい
て、ロスカット取引を行っていないと認めら
れる状況
◆追加◆
二十二 金融商品取引業者が、本店その他の営業
所又は事務所を金融機関（銀行、協同組織金
融機関、信託会社その他令第一条の九各号に
掲げる金融機関をいう。）の本店その他の営
業所若しくは事務所又はその代理店（銀行法
第二条第十五項に規定する銀行代理業者、長
期信用銀行法第十六条の五第三項に規定する
長期信用銀行代理業者、信用金庫法第八十五
条の二第三項に規定する信用金庫代理業者、
協同組合による金融事業に関する法律第六条
の三第三項に規定する信用協同組合代理業
者、労働金庫法第八十九条の三第三項に規定
する労働金庫代理業者、農業協同組合法第九
十二条の二第三項に規定する特定信用事業代
理業者、水産業協同組合法第百二十一条の二
第三項に規定する特定信用事業代理業者及び
農林中央金庫法第九十五条の二第三項に規定
する農林中央金庫代理業者の営業所又は事務
所を含む。）と同一の建物に設置してその業
務を行う場合において、顧客が当該金融商品
取引業者を当該金融機関と誤認することを防
止するための適切な措置を講じていないと認
められる状況
二十三 金融商品取引業者が、電気通信回線に接
続している電子計算機を利用してその業務を
行う場合において、顧客が当該金融商品取引
業者を他の者と誤認することを防止するため
の適切な措置を講じていないと認められる状
況
二十四 登録金融機関が取得した顧客の財産に関
する公表されていない情報その他の特別な情
報（次に掲げるものを除く。）を、事前に顧

た当該顧客に提示していない状況
二十一の二 顧客（個人（金融商品取引法第二条
に規定する定義に関する内閣府令第十条第一
項第二十四号ロ(1)に掲げる要件に該当する業
務執行組合員等（同項第二十三号に規定する
業務執行組合員等をいう。以下この号におい
て同じ。）が業務執行組合員等として通貨関
連デリバティブ取引（通貨関連市場デリバ
ティブ取引、通貨関連店頭デリバティブ取引
又は通貨関連外国市場デリバティブ取引をい
う。以下この号及び次号において同じ。）を
行う場合における当該業務執行組合員等を除
く。）に限る。以下この号において同じ。）
がその計算において行った通貨関連デリバ
ティブ取引を決済した場合に顧客に生ずるこ
ととなる損失の額が、当該顧客との間であら
かじめ約した計算方法により算出される額に
達する場合に行うこととする通貨関連デリバ
ティブ取引の決済（次号において「ロスカッ
ト取引」という。）を行うための十分な管理
体制を整備していない状況
二十一の三 通貨関連デリバティブ取引につい
て、ロスカット取引を行っていないと認めら
れる状況
二十一の四 特定店頭オプション取引について、
次に掲げる措置を講じていないと認められる
状況
イ 特定店頭オプション取引に係る契約を締結
しようとするときに、あらかじめ、顧客
（個人（金融商品取引法第二条に規定する
定義に関する内閣府令第十条第一項第二十
四号ロ(1)に掲げる要件に該当する業務執行
組合員等（同項第二十三号に規定する業務
執行組合員等をいう。イにおいて同じ。）
が業務執行組合員等として特定店頭オプ
ション取引を行う場合における当該業務執
行組合員等を除く。）に限る。ロにおいて
同じ。）に対し、当該特定店頭オプション
取引に係る権利行使価格（一定の方法によ
り定められるものにあっては、その算定方
法）を提示すること。
ロ 特定店頭オプション取引の取引期間及び期
限を、顧客が、当該取引期間を通じて、権
利行使期間、権利行使価格及び金利、通貨
の価格、金融商品市場における相場その他
の指標の実勢条件に基づき公正な方法によ
り算出された対価の額で、かつ、金融商品
の価値等の分析に基づく投資判断に基づい
て、オプションの取得及び付与その他の取
引を行うために必要かつ適切なものとする
こと。

二十二 金融商品取引業者が、本店その他の営業
所又は事務所を金融機関（銀行、協同組織金
融機関、信託会社その他令第一条の九各号に
掲げる金融機関をいう。）の本店その他の営
業所若しくは事務所又はその代理店（銀行法
第二条第十五項に規定する銀行代理業者、長
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客の書面による同意を得ることなく、委託金
融商品取引業者に提供している状況又は委託
金融商品取引業者から取得した顧客の財産に
関する公表されていない情報その他の特別な
情報（当該委託金融商品取引業者が当該顧客
の書面による同意を得ずに提供したものに限
る。）を利用して有価証券の売買その他の取
引等を勧誘している状況
イ 登録金融機関が金融商品仲介行為を行うた
めに委託金融商品取引業者に対し提供する
必要があると認められる情報
ロ 委託金融商品取引業者からの委託に係る金
融商品仲介業務により知り得た情報であっ
て、登録金融機関が法令を遵守するため、
当該委託金融商品取引業者に提供する必要
があると認められる情報
ハ 当該登録金融機関又は委託金融商品取引業
者が対象規定を遵守するために当該委託金
融商品取引業者に提供する必要があると認
められる情報
ニ 当該登録金融機関が当該委託金融商品取引
業者の親法人等若しくは子法人等である場
合又は当該委託金融商品取引業者が当該登
録金融機関の親法人等若しくは子法人等で
ある場合であって、当該登録金融機関が内
部管理に関する業務等の全部又は一部を行
うために必要な情報を当該委託金融商品取
引業者に提供する場合（当該登録金融機関
及び当該委託金融商品取引業者において内
部管理に関する業務等を行う部門から当該
情報が漏えいしない措置が的確に講じられ
ている場合であって、当該登録金融機関の
金融商品仲介業務に従事する役員（役員が
法人であるときは、その職務を行うべき社
員を含む。）及び使用人以外の者が当該委
託金融商品取引業者に当該情報を提供する
場合に限る。）における当該情報

二十五 登録金融機関が金融商品仲介行為を行お
うとするときに、あらかじめ、顧客に対し次
に掲げる事項を明らかにしていない状況
イ 委託金融商品取引業者が二以上ある場合に
おいて、顧客が行おうとする取引につき顧
客が支払う金額又は手数料等が委託金融商
品取引業者により異なる場合は、その旨
ロ 顧客の取引の相手方となる委託金融商品取
引業者の商号
ハ 投資助言・代理業（法第二十八条第三項第
二号に掲げる行為を除く。以下ハにおいて
同じ。）を行う場合において、投資助言・
代理業の顧客に対し金融商品仲介行為を行
う場合（一定の期間における金融商品仲介
行為に係る手数料等の額が、当該金融商品
仲介行為の回数にかかわらず一定となって
いる場合であって、あらかじめ当該手数料
等の形態又は額を顧客に対し明示している
場合を除く。）は、当該金融商品仲介行為
により得ることとなる手数料等の額（あら

期信用銀行法第十六条の五第三項に規定する
長期信用銀行代理業者、信用金庫法第八十五
条の二第三項に規定する信用金庫代理業者、
協同組合による金融事業に関する法律第六条
の三第三項に規定する信用協同組合代理業
者、労働金庫法第八十九条の三第三項に規定
する労働金庫代理業者、農業協同組合法第九
十二条の二第三項に規定する特定信用事業代
理業者、水産業協同組合法第百二十一条の二
第三項に規定する特定信用事業代理業者及び
農林中央金庫法第九十五条の二第三項に規定
する農林中央金庫代理業者の営業所又は事務
所を含む。）と同一の建物に設置してその業
務を行う場合において、顧客が当該金融商品
取引業者を当該金融機関と誤認することを防
止するための適切な措置を講じていないと認
められる状況
二十三 金融商品取引業者が、電気通信回線に接
続している電子計算機を利用してその業務を
行う場合において、顧客が当該金融商品取引
業者を他の者と誤認することを防止するため
の適切な措置を講じていないと認められる状
況
二十四 登録金融機関が取得した顧客の財産に関
する公表されていない情報その他の特別な情
報（次に掲げるものを除く。）を、事前に顧
客の書面による同意を得ることなく、委託金
融商品取引業者に提供している状況又は委託
金融商品取引業者から取得した顧客の財産に
関する公表されていない情報その他の特別な
情報（当該委託金融商品取引業者が当該顧客
の書面による同意を得ずに提供したものに限
る。）を利用して有価証券の売買その他の取
引等を勧誘している状況
イ 登録金融機関が金融商品仲介行為を行うた
めに委託金融商品取引業者に対し提供する
必要があると認められる情報
ロ 委託金融商品取引業者からの委託に係る金
融商品仲介業務により知り得た情報であっ
て、登録金融機関が法令を遵守するため、
当該委託金融商品取引業者に提供する必要
があると認められる情報
ハ 当該登録金融機関又は委託金融商品取引業
者が対象規定を遵守するために当該委託金
融商品取引業者に提供する必要があると認
められる情報
ニ 当該登録金融機関が当該委託金融商品取引
業者の親法人等若しくは子法人等である場
合又は当該委託金融商品取引業者が当該登
録金融機関の親法人等若しくは子法人等で
ある場合であって、当該登録金融機関が内
部管理に関する業務等の全部又は一部を行
うために必要な情報を当該委託金融商品取
引業者に提供する場合（当該登録金融機関
及び当該委託金融商品取引業者において内
部管理に関する業務等を行う部門から当該
情報が漏えいしない措置が的確に講じられ
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かじめ手数料等の額が確定しない場合にお
いては、当該手数料等の額の計算方法）

二十六 金融商品取引所に上場されている有価証
券又は店頭売買有価証券（取引等規制府令第
十五条の七第二号イからヌまでに掲げる有価
証券を除く。）と同一の銘柄の有価証券の募
集又は売出し（当該有価証券の発行価格又は
売出価格の決定前にこれらをする場合に限
り、取引等規制府令第十五条の五に定める期
間がない場合を除く。）の取扱いを行う場合
において、顧客に当該有価証券を取得させよ
うとするときに、あらかじめ、当該顧客に対
し書面又は電磁的方法により次に掲げる事項
を適切に通知していないと認められる状況
イ 令第二十六条の六の規定により、取引等規
制府令第十五条の五に定める期間において
当該有価証券と同一の銘柄につき取引所金
融商品市場又は店頭売買有価証券市場にお
ける空売り（取引等規制府令第十五条の七
各号又は第十五条の八各号に掲げる取引を
除く。以下この号において同じ。）又はそ
の委託若しくは委託の取次ぎの申込みを
行った者は、当該募集又は売出しに応じて
取得した有価証券により当該空売りに係る
有価証券の借入れ（取引等規制府令第十五
条の六に定めるものを含む。ロにおいて同
じ。）の決済を行うことができない旨
ロ 金融商品取引業者等は、イに規定する者が
その行った空売りに係る有価証券の借入れ
の決済を行うために当該募集又は売出しに
応じる場合には、当該募集又は売出しの取
扱いにより有価証券を取得させることがで
きない旨

二十七 令第三十一条に規定する買集め行為で
あって、取引等規制府令第六十二条に定める
基準（同条第二号に係るものに限る。）に係
るものを行う場合において、次に掲げる措置
を講じていないと認められる状況
イ 当該買集め行為を行うに際し、その相手方
に対して、当該買集め行為が当該買集め行
為により買い集めた株券等（令第三十一条
に規定する株券等をいう。ロにおいて同
じ。）を当該買集め行為後直ちに転売する
ことを目的とするものであることを約する
こと。
ロ 当該買集め行為により買い集めた株券等を
当該買集め行為後直ちに転売することがで
きない可能性がある場合にあっては、当該
買集め行為を行った後、直ちに、次に掲げ
る事項を令第三十条に定める公表の措置に
準じ公開すること。
(1) 当該買集め行為を行った旨
(2) 当該買集め行為により買い集めた株券等
の銘柄

(3) 当該買集め行為により買い集めた株券等
に係る議決権の数（令第三十一条に規定
する議決権の数をいう。）の合計

ている場合であって、当該登録金融機関の
金融商品仲介業務に従事する役員（役員が
法人であるときは、その職務を行うべき社
員を含む。）及び使用人以外の者が当該委
託金融商品取引業者に当該情報を提供する
場合に限る。）における当該情報

二十五 登録金融機関が金融商品仲介行為を行お
うとするときに、あらかじめ、顧客に対し次
に掲げる事項を明らかにしていない状況
イ 委託金融商品取引業者が二以上ある場合に
おいて、顧客が行おうとする取引につき顧
客が支払う金額又は手数料等が委託金融商
品取引業者により異なる場合は、その旨
ロ 顧客の取引の相手方となる委託金融商品取
引業者の商号
ハ 投資助言・代理業（法第二十八条第三項第
二号に掲げる行為を除く。以下ハにおいて
同じ。）を行う場合において、投資助言・
代理業の顧客に対し金融商品仲介行為を行
う場合（一定の期間における金融商品仲介
行為に係る手数料等の額が、当該金融商品
仲介行為の回数にかかわらず一定となって
いる場合であって、あらかじめ当該手数料
等の形態又は額を顧客に対し明示している
場合を除く。）は、当該金融商品仲介行為
により得ることとなる手数料等の額（あら
かじめ手数料等の額が確定しない場合にお
いては、当該手数料等の額の計算方法）

二十六 金融商品取引所に上場されている有価証
券又は店頭売買有価証券（取引等規制府令第
十五条の七第二号イからヌまでに掲げる有価
証券を除く。）と同一の銘柄の有価証券の募
集又は売出し（当該有価証券の発行価格又は
売出価格の決定前にこれらをする場合に限
り、取引等規制府令第十五条の五に定める期
間がない場合を除く。）の取扱いを行う場合
において、顧客に当該有価証券を取得させよ
うとするときに、あらかじめ、当該顧客に対
し書面又は電磁的方法により次に掲げる事項
を適切に通知していないと認められる状況
イ 令第二十六条の六の規定により、取引等規
制府令第十五条の五に定める期間において
当該有価証券と同一の銘柄につき取引所金
融商品市場又は店頭売買有価証券市場にお
ける空売り（取引等規制府令第十五条の七
各号又は第十五条の八各号に掲げる取引を
除く。以下この号において同じ。）又はそ
の委託若しくは委託の取次ぎの申込みを
行った者は、当該募集又は売出しに応じて
取得した有価証券により当該空売りに係る
有価証券の借入れ（取引等規制府令第十五
条の六に定めるものを含む。ロにおいて同
じ。）の決済を行うことができない旨
ロ 金融商品取引業者等は、イに規定する者が
その行った空売りに係る有価証券の借入れ
の決済を行うために当該募集又は売出しに
応じる場合には、当該募集又は売出しの取
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(4) 当該買集め行為により買い集めた株券等
を当該買集め行為後直ちに転売すること
ができない可能性がある旨

二十八 厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百
十五号）第百三十条の二第一項の規定による
投資一任契約を締結し、当該投資一任契約に
基づき、同条第二項に規定する年金給付等積
立金の運用（以下この号及び第百三十条第一
項第十四号において「積立金の運用」とい
う。）を行う場合において、当該投資一任契
約の相手方である厚生年金基金（特定投資家
を除く。）から同法第百三十六条の四第三項
の規定により同項に規定する事項を示された
ときに、当該厚生年金基金に対して、その示
されたところに従って当該積立金の運用を行
うことによる利益の見込み及び損失の可能性
について、当該厚生年金基金の知識、経験、
財産の状況及び投資一任契約を締結する目的
に照らして適切に説明を行うための十分な体
制を整備していない状況
二十九 第百三十条第一項第十五号に規定する場
合において、同号の運用財産の運用を行う金
融商品取引業者が、当該運用財産に係る権利
者に交付をした法第四十二条の七第一項の運
用報告書に記載した同号の対象有価証券に係
る第百三十四条第一項第二号ロに掲げる事項
を、当該交付後遅滞なく、第百三十条第一項
第十五号の信託会社等に通知していないと認
められる状況

２ 登録金融機関が委託金融商品取引業者の親法人
等若しくは子法人等である場合又は委託金融商
品取引業者が登録金融機関の親法人等若しくは
子法人等である場合における前項第十八号及び
第二十四号の規定については、登録金融機関又
は委託金融商品取引業者が顧客（法人に限る。
以下この項において同じ。）に対して当該顧客
の財産に関する公表されていない情報その他の
特別な情報の委託金融商品取引業者又は登録金
融機関への提供（以下この項において「特別情
報の提供」という。）の停止を求める機会を適
切に提供している場合は、当該顧客が当該停止
を求めるまでは、当該特別情報の提供について
当該顧客の書面による同意を得ているものとみ
なす。ただし、登録金融機関の金融商品仲介業
務に従事する役員（役員が法人であるときは、
その職務を行うべき社員を含む。）又は使用人
が当該情報を委託金融商品取引業者に提供し、
又は委託金融商品取引業者から受領する場合
は、この限りでない。
３ 第一項第二十一号の二の「通貨関連市場デリバ
ティブ取引」とは、通貨を対象とする市場デリ
バティブ取引であって、法第二条第二十一項第
一号若しくは第二号に掲げる取引又は同項第三
号に掲げる取引（同号に規定する権利を行使す
ることにより成立する取引が同号イに掲げる取
引又は同号ロに掲げる取引（同項第一号 又は第
二号に掲げる取引に係るもの ◆追加◆に限

扱いにより有価証券を取得させることがで
きない旨

二十七 令第三十一条に規定する買集め行為で
あって、取引等規制府令第六十二条に定める
基準（同条第二号に係るものに限る。）に係
るものを行う場合において、次に掲げる措置
を講じていないと認められる状況
イ 当該買集め行為を行うに際し、その相手方
に対して、当該買集め行為が当該買集め行
為により買い集めた株券等（令第三十一条
に規定する株券等をいう。ロにおいて同
じ。）を当該買集め行為後直ちに転売する
ことを目的とするものであることを約する
こと。
ロ 当該買集め行為により買い集めた株券等を
当該買集め行為後直ちに転売することがで
きない可能性がある場合にあっては、当該
買集め行為を行った後、直ちに、次に掲げ
る事項を令第三十条に定める公表の措置に
準じ公開すること。
(1) 当該買集め行為を行った旨
(2) 当該買集め行為により買い集めた株券等
の銘柄

(3) 当該買集め行為により買い集めた株券等
に係る議決権の数（令第三十一条に規定
する議決権の数をいう。）の合計

(4) 当該買集め行為により買い集めた株券等
を当該買集め行為後直ちに転売すること
ができない可能性がある旨

二十八 厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百
十五号）第百三十条の二第一項の規定による
投資一任契約を締結し、当該投資一任契約に
基づき、同条第二項に規定する年金給付等積
立金の運用（以下この号及び第百三十条第一
項第十四号において「積立金の運用」とい
う。）を行う場合において、当該投資一任契
約の相手方である厚生年金基金（特定投資家
を除く。）から同法第百三十六条の四第三項
の規定により同項に規定する事項を示された
ときに、当該厚生年金基金に対して、その示
されたところに従って当該積立金の運用を行
うことによる利益の見込み及び損失の可能性
について、当該厚生年金基金の知識、経験、
財産の状況及び投資一任契約を締結する目的
に照らして適切に説明を行うための十分な体
制を整備していない状況
二十九 第百三十条第一項第十五号に規定する場
合において、同号の運用財産の運用を行う金
融商品取引業者が、当該運用財産に係る権利
者に交付をした法第四十二条の七第一項の運
用報告書に記載した同号の対象有価証券に係
る第百三十四条第一項第二号ロに掲げる事項
を、当該交付後遅滞なく、第百三十条第一項
第十五号の信託会社等に通知していないと認
められる状況

２ 登録金融機関が委託金融商品取引業者の親法人
等若しくは子法人等である場合又は委託金融商
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る。）であるものに限る。）をいう。
４ 第一項第二十一号の二の「通貨関連店頭デリバ
ティブ取引」とは、通貨を対象とする店頭デリ
バティブ取引であって、法第二条第二十二項第
一号若しくは第二号に掲げる取引 又は同項第三
号に掲げる取引（同号に規定する権利を行使す
ることにより成立する取引が同項第一号、第二
号又は第三号イに掲げる取引であるものに限
る。） ◆追加◆をいう。
５ 第一項第二十一号の二の「通貨関連外国市場デ
リバティブ取引」とは、外国市場デリバティブ
取引であって、第三項に規定する通貨関連市場
デリバティブ取引と類似の取引をいう。
◆追加◆

品取引業者が登録金融機関の親法人等若しくは
子法人等である場合における前項第十八号及び
第二十四号の規定については、登録金融機関又
は委託金融商品取引業者が顧客（法人に限る。
以下この項において同じ。）に対して当該顧客
の財産に関する公表されていない情報その他の
特別な情報の委託金融商品取引業者又は登録金
融機関への提供（以下この項において「特別情
報の提供」という。）の停止を求める機会を適
切に提供している場合は、当該顧客が当該停止
を求めるまでは、当該特別情報の提供について
当該顧客の書面による同意を得ているものとみ
なす。ただし、登録金融機関の金融商品仲介業
務に従事する役員（役員が法人であるときは、
その職務を行うべき社員を含む。）又は使用人
が当該情報を委託金融商品取引業者に提供し、
又は委託金融商品取引業者から受領する場合
は、この限りでない。
３ 第一項第二十一号の二の「通貨関連市場デリバ
ティブ取引」とは、通貨を対象とする市場デリ
バティブ取引であって、法第二条第二十一項第
一号若しくは第二号に掲げる取引又は同項第三
号に掲げる取引（同号に規定する権利を行使す
ることにより成立する取引が同号イに掲げる取
引又は同号ロに掲げる取引（同項第一号 若しく
は第二号に掲げる取引に係るもの 又は同号に掲
げる取引に準ずる取引で金融商品取引所の定め
るものに係るものに限る。）であるものに限
る。）をいう。
４ 第一項第二十一号の二の「通貨関連店頭デリバ
ティブ取引」とは、通貨を対象とする店頭デリ
バティブ取引であって、法第二条第二十二項第
一号若しくは第二号に掲げる取引 、同項第三
号に掲げる取引（同号に規定する権利を行使す
ることにより成立する取引が同項第一号、第二
号又は第三号イに掲げる取引であるものに限
る。） 又は同項第四号に掲げる取引をいう。
５ 第一項第二十一号の二の「通貨関連外国市場デ
リバティブ取引」とは、外国市場デリバティブ
取引であって、第三項に規定する通貨関連市場
デリバティブ取引と類似の取引をいう。
６ 第一項第二十一号の四の「特定店頭オプション
取引」とは、店頭デリバティブ取引であって、
法第二条第二十二項第三号に掲げる取引（同号
に規定する権利を行使することにより成立する
取引が同項第二号に掲げる取引であるものに限
る。）又は同項第四号に掲げる取引のうち、こ
れらの取引に係るオプションが行使された場合
に一定額の金銭を授受することとなるものをい
う。

- 本則-
施行日：平成25年 8月 1日
（金銭の区分管理）
第百四十三条 金融商品取引業者等は、法第四十三
条の三第一項の規定に基づき金銭その他の保証

（金銭の区分管理）
第百四十三条 金融商品取引業者等は、法第四十三
条の三第一項の規定に基づき金銭その他の保証
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金を管理する場合において、当該保証金が金銭
であるときは、次の各号に掲げるデリバティブ
取引等（有価証券関連デリバティブ取引等に該
当するものを除く。）の区分に応じ、当該各号
に定める方法により、当該金銭を自己の固有財
産と区分して管理しなければならない。
一 通貨関連デリバティブ取引等 信託会社又は信
託業務を営む金融機関への金銭信託
二 前号に掲げるデリバティブ取引等以外のもの
次に掲げる方法
イ 銀行、協同組織金融機関又は株式会社商工
組合中央金庫への預金又は貯金（当該保証
金であることがその名義により明らかなも
のに限る。）
ロ 信託業務を営む金融機関への金銭信託で元
本補てんのあるもの又は信託会社若しくは
信託業務を営む金融機関への金銭信託で信
託財産が安全に運用されるもの（当該保証
金であることがその名義により明らかなも
のに限る。）
ハ カバー取引相手方への預託（金融商品取引
業者等が、特定業者等（他の金融商品取引
業者等若しくは銀行（登録金融機関を除
く。）又は外国の法令上これらに相当する
者で外国の法令を執行する当局の監督を受
ける者をいう。以下この号及び第百四十三
条の三において同じ。）を相手方としてカ
バー取引を行う場合又は取引所金融商品市
場（外国金融商品市場を含む。ハにおいて
同じ。）においてカバー取引を行う場合
に、当該特定業者等又は当該取引所金融商
品市場を開設する者に当該カバー取引に係
る保証金として金銭を預託するときに限
る。）
ニ 媒介等相手方への預託（金融商品取引業者
等が、特定業者等を媒介等相手方として第
百二十三条第四項に規定する通貨関連店頭
デリバティブ取引以外の店頭デリバティブ
取引（有価証券関連デリバティブ取引に該
当するものを除く。以下この号及び次項に
おいて同じ。）の媒介、取次ぎ又は代理を
行う場合に、当該特定業者等に当該店頭デ
リバティブ取引に係る保証金として金銭を
預託するときに限る。）

２ 前項の金銭には、店頭デリバティブ取引（店頭
金融先物取引 ◆追加◆に該当するものを除く。
第百四十四条第三項において同じ。）に関し、
顧客が担保に供した金銭を含まないものとす
る。
３ 第一項各号の「通貨関連デリバティブ取引等」
とは、次に掲げる行為をいう。
一 第百二十三条第三項に規定する通貨関連市場
デリバティブ取引又はこれに係る法第二条第
八項第二号若しくは第三号に掲げる行為
二 第百二十三条第四項に規定する通貨関連店頭
デリバティブ取引（外国貿易その他の外国為
替取引に関する業務を行う法人が保有する資

金を管理する場合において、当該保証金が金銭
であるときは、次の各号に掲げるデリバティブ
取引等（有価証券関連デリバティブ取引等に該
当するものを除く。）の区分に応じ、当該各号
に定める方法により、当該金銭を自己の固有財
産と区分して管理しなければならない。
一 通貨関連デリバティブ取引等 信託会社又は信
託業務を営む金融機関への金銭信託
二 前号に掲げるデリバティブ取引等以外のもの
次に掲げる方法
イ 銀行、協同組織金融機関又は株式会社商工
組合中央金庫への預金又は貯金（当該保証
金であることがその名義により明らかなも
のに限る。）
ロ 信託業務を営む金融機関への金銭信託で元
本補てんのあるもの又は信託会社若しくは
信託業務を営む金融機関への金銭信託で信
託財産が安全に運用されるもの（当該保証
金であることがその名義により明らかなも
のに限る。）
ハ カバー取引相手方への預託（金融商品取引
業者等が、特定業者等（他の金融商品取引
業者等若しくは銀行（登録金融機関を除
く。）又は外国の法令上これらに相当する
者で外国の法令を執行する当局の監督を受
ける者をいう。以下この号及び第百四十三
条の三において同じ。）を相手方としてカ
バー取引を行う場合又は取引所金融商品市
場（外国金融商品市場を含む。ハにおいて
同じ。）においてカバー取引を行う場合
に、当該特定業者等又は当該取引所金融商
品市場を開設する者に当該カバー取引に係
る保証金として金銭を預託するときに限
る。）
ニ 媒介等相手方への預託（金融商品取引業者
等が、特定業者等を媒介等相手方として第
百二十三条第四項に規定する通貨関連店頭
デリバティブ取引以外の店頭デリバティブ
取引（有価証券関連デリバティブ取引に該
当するものを除く。以下この号及び次項に
おいて同じ。）の媒介、取次ぎ又は代理を
行う場合に、当該特定業者等に当該店頭デ
リバティブ取引に係る保証金として金銭を
預託するときに限る。）

２ 前項の金銭には、店頭デリバティブ取引（店頭
金融先物取引 又は第百十六条第一項第五号イに
掲げる取引に該当するものを除く。第百四十四
条第三項において同じ。）に関し、顧客が担保
に供した金銭を含まないものとする。
３ 第一項第一号の「通貨関連デリバティブ取引
等」とは、次に掲げる行為をいう。
一 第百二十三条第三項に規定する通貨関連市場
デリバティブ取引又はこれに係る法第二条第
八項第二号若しくは第三号に掲げる行為
二 第百二十三条第四項に規定する通貨関連店頭
デリバティブ取引（外国貿易その他の外国為
替取引に関する業務を行う法人が保有する資
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産及び負債に係る為替変動による損失の可能
性を減殺するために行うものであって、当該
損失の可能性を減殺するために行われること
が金融商品取引業者等において確認されるも
のを除く。）又はその媒介、取次ぎ（有価証
券等清算取次ぎを除く。）若しくは代理
三 第百二十三条第五項に規定する通貨関連外国
市場デリバティブ取引又はこれに係る法第二
条第八項第二号若しくは第三号に掲げる行為

産及び負債に係る為替変動による損失の可能
性を減殺するために行うものであって、当該
損失の可能性を減殺するために行われること
が金融商品取引業者等において確認されるも
のを除く。）又はその媒介、取次ぎ（有価証
券等清算取次ぎを除く。）若しくは代理
三 第百二十三条第五項に規定する通貨関連外国
市場デリバティブ取引又はこれに係る法第二
条第八項第二号若しくは第三号に掲げる行為

- 本則-
施行日：平成25年 8月 1日
（金銭及び金融商品の価額に相当する財産の管
理）
第百四十五条 金融商品取引業者等は、法第四十三
条の三第二項に規定する財産については、第百
四十三条及び前条に規定するものを除くほか、
当該財産の価額が次に掲げるものの額の合計額
を超えないように管理しなければならない。
一 金融商品取引業者等が所有する金銭及び有価
証券等（デリバティブ取引等（有価証券関連
デリバティブ取引等に該当するものを除く。
以下この項において同じ。）に係るものとし
て他のものと区分して管理されているものに
限る。）
二 顧客から預託を受けた有価証券等（デリバ
ティブ取引等に係るものとして他のものと区
分して管理されているものに限り、前条の規
定により管理されているものを除く。）
三 銀行、協同組織金融機関又は株式会社商工組
合中央金庫への預金又は貯金（デリバティブ
取引等に係るものとして他のものと区分して
管理されているものに限り、第百四十三条の
規定により管理されているものを除く。）
四 信託業務を営む金融機関への金銭信託で元本
補てんの契約のあるもの又は信託会社若しく
は信託業務を営む金融機関への金銭信託で信
託契約により顧客の資産が保全されるもの
（デリバティブ取引等に係るものとして他の
ものと区分して管理されているものに限り、
第百四十三条の規定により管理されているも
のを除く。）

２ 前項の財産及び同項各号に掲げるものには、 第
百四十三条第三項に規定する顧客が担保に供し
た金銭及び前条第三項に規定する契約により金
融商品取引業者等が消費できる有価証券等を含
まないものとする。

（金銭及び金融商品の価額に相当する財産の管
理）
第百四十五条 金融商品取引業者等は、法第四十三
条の三第二項に規定する財産については、第百
四十三条及び前条に規定するものを除くほか、
当該財産の価額が次に掲げるものの額の合計額
を超えないように管理しなければならない。
一 金融商品取引業者等が所有する金銭及び有価
証券等（デリバティブ取引等（有価証券関連
デリバティブ取引等に該当するものを除く。
以下この項において同じ。）に係るものとし
て他のものと区分して管理されているものに
限る。）
二 顧客から預託を受けた有価証券等（デリバ
ティブ取引等に係るものとして他のものと区
分して管理されているものに限り、前条の規
定により管理されているものを除く。）
三 銀行、協同組織金融機関又は株式会社商工組
合中央金庫への預金又は貯金（デリバティブ
取引等に係るものとして他のものと区分して
管理されているものに限り、第百四十三条の
規定により管理されているものを除く。）
四 信託業務を営む金融機関への金銭信託で元本
補てんの契約のあるもの又は信託会社若しく
は信託業務を営む金融機関への金銭信託で信
託契約により顧客の資産が保全されるもの
（デリバティブ取引等に係るものとして他の
ものと区分して管理されているものに限り、
第百四十三条の規定により管理されているも
のを除く。）

２ 前項の財産及び同項各号に掲げるものには、 第
百四十三条第二項に規定する顧客が担保に供し
た金銭及び前条第三項に規定する契約により金
融商品取引業者等が消費できる有価証券等を含
まないものとする。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成25年 7月 3日 内閣府 令 第44号～
施行日：平成25年 8月 1日
◆追加◆ 附 則（平成二五・七・三内閣令四四）

- 改正法･附則- ～ 平成25年 7月 3日 内閣府 令 第44号～
施行日：平成25年 8月 1日
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◆追加◆ （施行期日）
第一条 この府令は、平成二十五年八月一日から施
行する。

- 改正法･附則- ～ 平成25年 7月 3日 内閣府 令 第44号～
施行日：平成25年 8月 1日
◆追加◆ （経過措置）

第二条 この府令の施行の際現に次の各号に掲げる
取引につき業務を行っている金融商品取引業者
等（金融商品取引法（以下「法」という。）第
三十四条に規定する金融商品取引業者等をい
う。次条において同じ。）については、この府
令の施行の日（同条において「施行日」とい
う。）から起算して四月を経過する日までの間
は、当該各号に定める規定にかかわらず、なお
従前の例による。
一 改正後の金融商品取引業等に関する内閣府令
（以下「新令」という。）第百十七条第一項
第二十九号ハ又はニに掲げる取引 同号並びに
同条第十七項、第十八項及び第二十項
二 新令第百二十三条第三項に規定する通貨関連
市場デリバティブ取引（法第二条第二十一項
第三号に掲げる取引に該当するものに限り、
これに類似する新令第百二十三条第五項に規
定する通貨関連外国市場デリバティブ取引を
含む。）又は同条第四項に規定する通貨関連
店頭デリバティブ取引（法第二条第二十二項
第三号又は第四号に掲げる取引に該当するも
のに限る。） 新令第百十七条第七項、第八項
及び第十項並びに第百二十三条第三項及び第
四項
三 店頭デリバティブ取引（新令第百十六条第一
項第五号イに掲げる取引に該当するものに限
る。） 新令第百四十三条第二項

- 改正法･附則- ～ 平成25年 7月 3日 内閣府 令 第44号～
施行日：平成25年 8月 1日
◆追加◆ 第三条 この府令の施行の際現に新令第百二十三条

第六項に規定する特定店頭オプション取引につ
き業務を行っている金融商品取引業者等につい
ては、施行日から起算して四月を経過する日ま
での間は、同条第一項第二十一号の四の規定
は、適用しない。

- 改正法･附則- ～ 平成25年 7月 3日 内閣府 令 第44号～
施行日：平成25年 8月 1日
◆追加◆ 第四条 この府令の施行前にした行為及び附則第二

条の規定によりなお従前の例によることとされ
る場合におけるこの府令の施行後にした行為に
対する罰則の適用については、なお従前の例に
よる。
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